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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第１期 第２期

決算年月 平成20年５月 平成21年５月

売上高 (百万円) 18,565 16,369

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) 588 △771

当期純損失 (百万円) 289 1,573

純資産額 (百万円) 13,322 11,263

総資産額 (百万円) 21,588 18,712

１株当たり純資産額 (円) 50,314.2742,495.25

１株当たり当期純損失 (円) 1,098.685,975.56

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 61.4 59.8

自己資本利益率 (％) △2.2 △12.9

株価収益率 (倍) ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △177 △2,229

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △441 △499

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,779 583

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 8,677 6,532

従業員数
[外、平均臨時
雇用者数]

(名)
975
[202]

974
[184]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第１期の「自己資本利益率」については、期末の自己資本にて算出しております。

４　「株価収益率」については、当期純損失となったため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第１期 第２期

決算年月 平成20年５月 平成21年５月

売上高 (百万円) 551 666

経常利益 (百万円) 361 473

当期純利益 (百万円) 284 420

資本金 (百万円) 2,000 2,000

発行済株式総数 (株) 363,053 363,053

純資産額 (百万円) 16,638 16,860

総資産額 (百万円) 18,702 18,723

１株当たり純資産額 (円) 61,645.5962,475.51

１株当たり配当額
(うち、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

750

(―)

750

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 932.04 1,557.80

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 89.0 90.0

自己資本利益率 (％) 1.7 2.5

株価収益率 (倍) 17.7 6.4

配当性向 (％) 80.5 48.1

従業員数 (名) 9 10

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第１期の「自己資本利益率」については、期末の自己資本にて算出しております。
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２ 【沿革】

年月 概要

平成19年１月 株式会社エイトコンサルタント及び日本技術開発株式会社(以下、「両社」という。)が、両社の取

締役会による決議において、株式移転により両社の完全親会社となる当社を設立し、その傘下で経

営統合を行うことを決定し、株式移転に係る基本合意書を締結。

平成19年４月 両社の臨時株主総会において、両社が共同で株式移転により当社を設立し、両社がその完全子会社

となることについて承認。

平成19年５月 両社上場廃止。

平成19年６月 当社設立。

平成19年６月 株式会社東京証券取引所(市場第二部)に上場。

平成20年１月 株式会社エイトコンサルタント(連結子会社)における計測事業を、吸収分割により日本インフラ

マネジメント株式会社(連結子会社)に承継するとともに、株式会社エイトコンサルタントが保有

する日本インフラマネジメント株式会社の株式を吸収分割により当社に承継。

平成21年１月 両社の取締役会において、平成21年６月１日付で吸収分割により、日本技術開発株式会社(連結子

会社)の建設コンサルタント事業等を株式会社エイトコンサルタント(連結子会社)に承継するこ

とを決議し、吸収分割契約を締結。

平成21年４月 両社の臨時株主総会において、建設コンサルタント事業等の吸収分割について承認。

　なお、平成21年６月１日付で、株式会社エイトコンサルタントは株式会社エイト日本技術開発に、日本技術開発株式会社

は株式会社ＥＪビジネス・パートナーズに、それぞれ社名変更しております。
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３ 【事業の内容】

当グループは、当社および当社の関係会社９社（親会社１社、連結子会社６社、関連会社２社）によって

構成されております。

当社は平成19年６月１日に、株式移転により株式会社エイトコンサルタントと日本技術開発株式会社を

完全子会社とする純粋持株会社として設立され、グループ経営管理を行っております。連結子会社は、官公

庁の公共事業において、企画から施工監理までを一貫して提供できる総合建設コンサルタント事業を行っ

ております。株式会社エイトコンサルタントおよび日本技術開発株式会社は、企画・計画、設計、診断、マネ

ジメント等の建設コンサルタント業務を中心に、日本インフラマネジメント株式会社は測量、地質調査、施

工監理、計測機器のレンタル等を、株式会社共立エンジニヤおよび共立工営株式会社は、測量、地質調査の調

査業務を中心に、また、都市開発設計株式会社は上下水道施設の設計等の建設コンサルタント業務を中心に

行っております。 

　なお、関連会社の株式会社演算工房は、建設現場における自動計測・施工監理等を行っており、また、廃棄

物処理分野の建設コンサルタント業務を行っていた上海日技環境技術咨詢有限公司は、清算手続き中であ

ります。

当連結会計年度末における、事業内容と当社および連結子会社等の位置付けは次のとおりであります。

区分及び主要事業 会社名

グループ全体を管理・統括する持株会社 Ｅ・Ｊホールディングス㈱(当社)

総合建設
コンサルタント事業

建設コンサルタント業務
建設コンサルタント

㈱エイトコンサルタント
日本技術開発㈱
日本インフラマネジメント㈱
㈱共立エンジニヤ
共立工営㈱
都市開発設計㈱
上海日技環境技術咨詢有限公司
㈱演算工房

補償コンサルタント

調査業務
測量

地質調査
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

(親会社) 　 　 　 　 　 　

㈱八雲 岡山市北区 100保険代理業 ―
37.3
[15.1]

役員の兼任　１名

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

㈱エイトコンサルタント
（注）４，５

岡山市北区 2,056
総合建設コンサ
ルタント事業

100.0 ―
経営指導
役員の兼任　５名

日本技術開発㈱
（注）４，５，６

東京都中野区 50
総合建設コンサ
ルタント事業

100.0 ―
経営指導
役員の兼任　２名

日本インフラマネジメント㈱ 岡山市北区 45
総合建設コンサ
ルタント事業

100.0 ―
経営指導
役員の兼任　１名

㈱共立エンジニヤ 島根県松江市 56
総合建設コンサ
ルタント事業

100.0
(100.0)

― ―――

共立工営㈱ 愛媛県松山市 22
総合建設コンサ
ルタント事業

100.0
(100.0)

― 役員の兼任　１名

都市開発設計㈱ 群馬県前橋市 31
総合建設コンサ
ルタント事業

76.2
(76.2)

― 役員の兼任　１名

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有割合であります。

３　「議決権の所有(被所有)割合」欄の[外書]は緊密な者等の被所有割合であります。

４　特定子会社であります。

５　売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ㈱エイトコンサルタント 日本技術開発㈱

 (1) 売上高 8,414百万円 7,114百万円

 (2) 経常利益又は
経常損失(△)

14百万円 △748百万円

 (3) 当期純損失 315百万円 1,150百万円

 (4) 純資産額 9,723百万円 1,987百万円

 (5) 総資産額 11,921百万円 4,924百万円

６　平成21年５月29日付で資本金の額を1,504百万円減少しております。

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

  6/135



５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年５月31日現在

業務の名称 従業員数(名)

建設コンサルタント業務
512
[133]

調査業務
112
[19]

管理部門
350
[32]

合計
974
[184]

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　「従業員数」欄の［外書］は、臨時従業員(パートタイマー及びアルバイト)の年間平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年５月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

10 54.0 1.8 7,474,484

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員は、連結子会社の株式会社エイトコンサルタント又は日本技術開発株式会社と兼務しており、通算した

平均勤続年数は29.2年であります。

　

(3) 労働組合の状況

連結子会社の日本技術開発株式会社には労働組合(日本技術開発労働組合)が結成され、全国建設関連

産業労働組合連合会に所属しており、また、当社並びに他の連結子会社には労働組合は結成されておりま

せんが、いずれの会社においても、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

　

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的な経済危機による株価暴落、急激な円高、国内政治の迷

走、企業による雇用削減、外需依存の経済施策の破綻、地方景気の低迷の長期化などにより先行き不透明

な状況で推移しました。 

　建設コンサルタント業界におきましても、年度後半には、補正予算による財政出動が実施されたものの、

公共事業投資およびわが国ＯＤＡ（政府開発援助）予算の継続的縮減、道路特定財源問題による発注の

抑制ならびに建設コンサルタント事業への予算化および業務発注の遅延などが業界全体に大きく影響し

ました。また、業務量減少の状況下における価格競争の激化などの影響を受け、市場環境は、当初の予想を

大きく超える厳しい状況で推移いたしました。 

　このような市場環境のもと、当連結グループは、公共事業の縮減による競争環境の激化等に対し、一層の

経営の効率化と事業基盤の強化を図るとともに、同業他社との技術力の差別化戦略を推進させ受注シェ

アの拡大と企業価値の極大化を実現するため、連結子会社である株式会社エイトコンサルタントと日本

技術開発株式会社の、建設コンサルタント事業の統合・再編を加速するとともに、平成20年度から平成22

年度までの３ヵ年を対象とした「Ｅ・Ｊグループ新中期経営計画」を策定し、わが国第一級のインフラ

・ソリューション・コンサルタントグループを目指して、目標の達成ならびに内部体制の確立を推進し

てまいりました。

　

当連結グループの事業の種類別セグメントの業種は、総合建設コンサルタント事業のみであります。

当連結会計年度におきましては、技術提案型の営業活動および海外事業活動を積極的に推進するとと

もに、受注高の確保、顧客からの評価の向上、営業基盤の強化に努め、特に５つの重点分野(環境・エネル

ギー分野、自然災害リスク軽減分野、都市・地域再生分野、インフラ・マネジメント分野、情報・通信分

野)に注力し、事業サービスの高度化、高付加価値化を図り、プロポーザル型業務の特定率を高めることな

どによる営業・受注構造の改革と、その浸透を図ってまいりました。 

　５つの重点分野の代表業務につきましては、環境・エネルギー分野では、「バイオマスタウン構想構築

業務」「都市緑化による温室効果ガス吸収量把握・検討業務」「遺棄兵器による地下水汚染解析・検討

業務」を、自然災害リスク軽減分野では、「津波遡上シミュレーション」「ＭＭＳ(携帯電話式全自動観

測システム)自動計測配信業務」、都市・地域再生分野では、「河川沿川における高規格堤防整備・区画

整理事業」「奥州都市計画マスタープラン策定業務」を、インフラ・マネジメント分野では、「プレジャ

ボートＰＦＩ方式事業手法検討業務」「箱根ターンパイク・伊吹山ドライブウエイ技術サービス業務」

「長寿命化を考慮した下水道施設再構築検討業務」、情報・通信分野では、「送水管・樋門遠隔操作監視

制御設計業務」「防災情報ネットワーク高度化事業実施設計」「省エネ照明実施設計」やＣＧ技術を

使ったバーチャルリアリティ業務等の新たな業務を数多く受注するとともに、当社連結子会社が業務に

関わった「新庄汚泥造粒燃料化事業」が、平成20年度の環境省のカーボン・オフセット・クレジット

（Ｊ－ＶＥＲ）モデル事業に採択されるなど、事業領域の拡大も図ってまいりました。

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

  8/135



しかしながら、混沌とした政策状況の影響、道路特定財源の問題による事業予算確定の遅れによる官公

庁の発注の大幅な減少、競争入札における価格競争の激化（低価格化）などにより、当連結会計年度は、

受注高が156億51百万円（前連結会計年度比86.0％）と減少したため、売上高は163億69百万円（同

88.2％）となりました。一方、損益面においては、外部費用および固定費の削減を図ったものの売上高の

減少を吸収するにいたらず、また連結子会社の経営統合準備に係る費用の発生などもあり、利益率が低下

し、営業損失９億79百万円（前連結会計年度は営業利益３億50百万円）、経常損失７億71百万円（同 経

常利益５億88百万円）となりました。また、特別損失に、当初想定した建設コンサルタンツ厚生年金基金

の脱退損失２億89百万円のほか、固定資産の減損損失２億37百万円、投資有価証券評価損64百万円等を計

上したことなどから当期純損失15億73百万円（同 当期純損失２億89百万円）となりました。

　

業務別の販売実績につきましては「２　生産、受注及び販売の状況　（3）販売実績」に記載のとおりで

あります。 

　

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計

年度末と比べ21億44百万円減少し、65億32百万円となりました。　

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の減少は、22億29百万円(前連結会計年度比20億51百万円減)となりました。

これは主に、税金等調整前当期純損益が14億17百万円の損失計上となったこと、たな卸資産が６億15百

万円減少したこと、未成業務受入金が10億23百万円減少したことの結果によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の減少は、４億99百万円(前連結会計年度比57百万円減)となりました。

これは主に、固定資産の取得により４億22百万円減少したことによるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の増加は、５億83百万円(前連結会計年度比11億96百万円減)となりました。

これは主に、短期借入れにより10億円増加した一方で、長期借入れの返済により２億18百万円、当社の

配当金の支払いにより１億97百万円それぞれ減少したことによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　

業務別

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

建設コンサルタント業務 13,026 84.3

調査業務 2,337 73.7

合計 15,364 82.5

(注)　上記の金額は販売価格に生産進捗率を乗じて算出しており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

　

業務別

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

受注高 受注残高

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

建設コンサルタント業務 13,198 86.9 5,428 88.9

調査業務 2,452 81.7 989 96.3

合計 15,651 86.0 6,418 89.9

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

　

業務別

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

建設コンサルタント業務 13,879 90.8

調査業務 2,490 76.1

合計 16,369 88.2

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

相手先 販売高(百万円) 割合(％) 相手先 販売高(百万円) 割合(％)

国土交通省 6,440 34.7 国土交通省 4,610 28.2

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

平成20年度後半以降の世界的な金融不安と不況に対し、景気浮揚策としての財政出動や、当社連結子会

社が長年営業基盤としているアフリカ諸国に対するＯＤＡ（政府開発援助）予算の増加および地球温暖

化対策等の環境関連の事業量増加など、一部に明るい材料もありますが、中期的には、政治の混迷もあっ

て経営環境は非常に不透明な状態であり、業界内での技術競争に加え、価格競争が一段と激しさを増し、

引き続き厳しい状況が続くものと想定しています。

　一方、グループ内企業の統合・再編作業が一段落し、当連結グループの収益基盤体制は順調に整備され

つつあります。すなわち、当連結グループの中核である建設コンサルタント事業（海外コンサルタント事

業を含む）においては、業界上位の実績と優れた技術陣を擁し、国内のみならず広く海外の事業案件にも

展開する「株式会社エイト日本技術開発」、加えて、事業の企画・開発など上流側の事業に展開する「株

式会社ＥＪビジネス・パートナーズ」の発足、また、維持管理・運営管理など下流側の事業を担う「日本

インフラマネジメント株式会社」のさらなる充実により、社会資本整備の上流側から下流側までのワン

ストップ・ソリューションサービスが展開できる体制を実現し、競争力を発揮しうる連結グループ体制

となりました。

　このような状況の下、平成21年度および平成22年度では、技術競争や価格競争が一層激化する厳しい経

営環境下にも対処すべく、グループ全体のコスト構造を見直し、収益性向上に向けた競争力のある企業体

質に変革することを経営の最優先課題と位置づけました。このため、技術開発や人材育成等の施策を強

化、推進するとともに、中長期的には、各事業分野における事業の実施プロセスの改革などの施策に積極

的に取り組み、健全で持続可能な発展の実現を果たしてまいります。

　この一部戦略の修正に伴い、中期経営計画の基本方針の「収益力の強化」において当初掲げた、具体方

針の「受注・生産等システムの最適化により売上高営業利益率５％以上の恒常化」を見直し、中期経営

計画の２年目および３年目は、具体方針として「コスト構造改革の加速による営業利益の安定的確保」

を掲げ、数値計画の達成を目指してまいります。 

　

1. 短期的・中期的な施策（コスト構造の見直し）

受注シェアの拡大はもとより、業務原価の低減および販売管理費の削減による営業利益５億円以上の

確保を目標に、コスト構造の見直しとして、以下の取り組みを実施してまいります。

　

①業務原価の低減　

・グループ内企業の連携を強化し、業務における内製化比率を高め、付加価値の増大を図る。

・新しく整備した基幹システムの活用により、業務のＩＴ化、情報の共有化等による業務処理の効率化

を図る。

②販売管理費の削減　

・営業行動に係わる情報活用・展開システムのIT化の推進により、営業プロセスの合理化を図る。

・事業会社の統合による共通的な経費の削減のさらなる徹底を図る。

③業務の高付加価値化

・事業会社の統合による技術者数の増加、ならびに業務実績の倍増により、プロポーザル業務等の利益

率の高い高付加価値業務の受注比率を高め、利益の増大を図る。

・全国的な営業基盤構築と主力商品のマッチングにより、収益事業基盤の安定化を図る。
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2. 中期的・長期的な施策（持続的成長に向けた仕掛け創り）

各事業において以下の取り組みを実施し、持続的な成長を図ってまいります。

　

①建設コンサルタント事業

連結グループ内の中核事業会社である、株式会社エイト日本技術開発は、「環境」、「防災・保全」、

「行政支援」などの差別化できる技術ノウハウをベースに、社会資本整備に関する高付加価値提供型の

ビジネスモデルへと新たな展開を図り、安定的な収益をあげる事業モデルを確立してまいります。 その

ために、以下に掲げる戦略を実践してまいります。

a.「商品戦略」では、５つの重点事業分野(環境・エネルギー、自然災害リスク軽減、都市・地域再生、イ

ンフラ・マネジメント、情報・通信)を強化した差別化戦略の徹底

b.「営業戦略」では、発注方式の大きな変化や社会情勢の変化に機敏に対応しうる営業の組織や営業行

動原理および様式の転換

c.「人材戦略」では、コンサルタント企業のかけがえのない経営資源である技術者の能力、人格の陶冶そ

して優秀な人材の積極的な採用などによる企業競争力の増強

d.「生産戦略」・「技術戦略」では、効率的な生産体制・方式のさらなる充実による品質の向上と収益

力の改善および新たな技術の開発による事業の拡大、選別化

e.「広報戦略」では社内外への情報発信を行うことで、社員のモチベーションの高揚と対外的な会社イ

メージの向上ならびに企業ブランドの創出などに貢献

　

②海外コンサルタント事業

海外コンサルタント事業は、株式会社エイト日本技術開発の特色を形作る一つの分野として、国際事業

本部において、これまでアフリカ諸国を主要地域として、また東南アジア諸国においても、都市交通整備

計画をはじめ道路整備や道路改良事業、そして飲料水の供給計画や給水プロジェクトなどのＯＤＡ（政

府開発援助事業）分野で展開してまいりました。

今後は、当該分野におけるこれまでの実績を生かし、新たに地域の諸国間を結ぶ国際道路網等の広域イ

ンフラ整備、また、給水事業では、地方給水のみならず都市給水分野への展開を進めてまいります。加え

て、国内の関連事業部との連携により、広域道路と一体となった港湾、橋梁等の新たな分野への取り組み

を図ってまいります。 

　さらに、国内での廃棄物事業の実績を生かした、海外での廃棄物処理施設の整備や再生事業、およびそれ

に関するＣＤＭ（クリーン開発メカニズム）事業については、非ＯＤＡ分野での事業領域の拡大も含め

て注力してまいります。 

　また、当グループ内での海外事業案件を担う役割を明確にするために、近い将来での分社化を目指し、付

加価値の高いコンサルティング業務を展開するため、技術者陣容の整備と強化を図るとともに、同業他社

や各国企業との提携および営業拠点の整備（アフリカ現地事務所の開設）も視野に入れ、積極的な事業

展開を進めてまいります。
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③インフラマネジメント事業

平成20年１月に企業再編した、「日本インフラマネジメント株式会社」が、わが国の社会資本整備の中

で、下流側の事業となる工事の施工監理や、工事完成後の各種インフラ施設の供用段階での運営、維持・

管理などを担う、インフラマネジメント事業の中核会社となります。 

　具体的には、グループ内企業への社員派遣や設計支援等のほか、官公庁が施工する工事の施工監理、設計

監理などの「発注者支援業務」、民間企業が行う設計・施工監理等の受注の拡大を目指します。また、地

方公共団体の管轄下にある公社や、民間が保有する有料道路施設などの運営や維持・管理業務について

も、当連結グループの同種業務の実績を生かし、積極的に事業展開してまいります。 

　そのほか、当連結グループ内で開発した、計測機器のＥＲＴＳ（自動車ナンバー自動読取装置）、ＡＤＰ

（三次元流向流速計）などを用いた調査・計測・解析業務の受注拡大や、それら計測機器のレンタル事

業も積極的に展開し、事業量の拡大に努めてまいります。

　

④事業開発事業

主にインフラ整備の上流側で展開する事業の企画・開発などの、事業開発事業については、当連結グ

ループの企業再編により平成21年６月に発足した「株式会社ＥＪビジネス・パートナーズ」が、インフ

ラや環境事業の企画構想から事業可能性検討、特定目的会社（ＳＰＣ）の設立・運営など出資も含めて、

事業の企画立案段階から事業運営段階まで、これら事業の中核的な推進母体として、一貫して取り組んで

まいります。 

　具体的には、地球環境問題が国際的な政治課題となっている今日、当連結グループの中国やフィリピン

におけるＣＤＭ事業の実績、ならびに総合商社、金融機関との連携のもと、国外における環境ビジネスに

対し、アジア・アフリカを中心に技術アドバイザリーや、特定目的会社への出資による事業参画を行って

まいります。また、国内では、民間企業が保有する有料道路事業における事業運営管理と、資本参加のアド

バイザリー実績を当連結グループ企業が有しており、また、廃棄物事業、水関連事業等にも、これらのノウ

ハウを活用し、これまでの技術コンサルティング業務だけでなく、事業運営管理等の事業開発の仕組みづ

くりにも積極的に参画し、事業領域の拡大に努めてまいります。

　

当連結グループは、強みである「環境」、「防災・保全」、「行政支援」にかかわる３つの技術（コア・

コンピタンス）を有し、高度化・多様化するニーズに応える事のできる、国内総合建設コンサルタント事

業、国際事業、民間でのマネジメント事業、事業開発事業など多くのグループ企業により、その総合力を発揮

することで、世界へ羽ばたく「わが国第一級のインフラ・ソリューション・コンサルタントグループ」を

目指します。 

　また、今後は、個々の企業の枠にとらわれず、グループ全体の最適化の観点から、経営資源および組織の合

理的な再編を行うことにより、積極的かつ迅速な経営の実現を図り、企業価値の極大化に取り組んでまいり

ます。 

　さらに、グループ全体のコンプライアンス体制を整備し、運用、検証を行うとともに、リスク管理体制の強

化に取り組み、内部統制システムの充実に努めることも重要な課題として対処してまいります。
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なお、当社の連結子会社の日本技術開発株式会社が、財団法人宮崎県環境整備公社から平成12年に受注し

た、「エコクリーンプラザみやざき」の浸出水調整池に関連する設計施工監理業務について、調整池完成後

に損傷が認められました。その原因究明のため、宮崎県では外部調査委員会を立ち上げ、設計から施工、検査

の各段階において詳細な検討が行われ、平成21年１月15日に同委員会から最終報告書が提出されました。今

後この報告書をもとに、補修、補強工事の費用負担等について、発注者、設計施工監理会社、施工業者等の関

係機関での解決に向けた取り組みが行われることと想定されますが、解決には相当の期間を要する見込み

であります。 

　当連結グループとしましては、同委員会からの指摘事項を真摯に受け止め、品質管理に万全を期すため業

務照査等への取り組みを一層強化してまいる所存であります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。当連結グループは、これらのリスク発生の可

能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

　

(1) 官公庁等への売上依存について

当連結グループは、国土交通省等の中央省庁および地方自治体を主要顧客としており、これらの官公庁

等に対する売上依存度は90％程度と高い比率になっております。このため、当連結グループの経営成績

は、今後の公共投資額の変動により影響を受ける可能性があります。

　

(2) 経営成績の季節的な変動について

当連結グループの売上高は、主要顧客である中央省庁および地方自治体への納期が年度末に集中する

ことから、第４四半期連結会計期間に偏重しております。これに伴い、当連結グループの利益も第４四半

期連結会計期間に偏重する傾向があります。

　なお、前連結会計年度および当連結会計年度の各四半期連結会計期間の売上高、営業利益は、下表のとお

りであります。

(単位：百万円、％)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　
第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

通期
第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

通期

売上高 1,6722,0852,64912,15818,5651,6082,3441,86410,55216,369

構成比 9.0 11.2 14.3 65.5100.0 9.8 14.3 11.4 64.5100.0

営業利益
又は営業
損失(△)

△820 △739 △630 2,541 350 △911 △783 △798 1,512△979

　

(3) 価格競争について

当連結グループの属する建設コンサルタント業界においては、公共事業の減少傾向が続き、厳しい価格

競争の状況にあります。 

　今後、価格競争による受注単価の下落傾向が継続した場合は、当連結グループの経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社の連結子会社である日本技術開発株式会社及び株式会社エイトコンサルタント(以下、「両社」とい

う。)は、平成21年１月13日に開催した両社の取締役会において、平成21年６月１日を期日として、吸収分割

により、日本技術開発株式会社の建設コンサルタント事業を株式会社エイトコンサルタントに承継するこ

とを決議し、同日付で吸収分割契約を締結いたしました。

　

(1) 会社分割の目的

当連結グループは「わが国第一級のインフラ・ソリューション・コンサルタントグループ」を目指

し、地域社会から地球規模に至る多様なニーズに対処すべくグループ内の英知を結集し、総体としての

企業価値の極大化に向かって、グループ連結経営の強化を図っております。

　その第一段階として、平成19年６月１日に当社を設立し、経営統括機能と事業執行機能の分離を図り、

第二段階として、民間等への事業領域の拡大を進めるため、新規事業・重点分野の再編による事業領域

の拡大や、組織・人事施策の戦略的実施の一環として、平成20年１月15日に吸収分割により、株式会社

エイトコンサルタントが行う事業のうち、計測機器・装置の開発、販売及び賃貸の事業に関して有する

権利義務を連結子会社の日本インフラマネジメント株式会社に分割する再編を行い、戦略的子会社と

して計測並びに維持管理・施工監理等の事業を主要事業とし、領域の拡大を図るとともに、同社を完全

子会社にすることにより、管理機能の充実を図ってまいりました。

本吸収分割による建設コンサルタント事業の統合は、当連結グループの中核をなす両社が持つ優秀

な人材及び高度な技術力の融合を図り、更なるシナジーとスケールメリットを発現させることにより、

公共事業の縮減、競争環境の激化等による厳しい事業環境に対し、一層の経営の効率化と事業基盤強化

を図り、建設コンサルタント事業会社としてトップポジションを目指すことを目的に行うものであり

ます。

　

(2) 分割日程

平成21年１月13日　分割契約承認取締役会

　平成21年１月13日　分割契約締結

　平成21年４月24日　両社臨時株主総会

　平成21年６月１日　分割期日(効力発生日)

　

(3) 分割方式

日本技術開発株式会社を分割会社とし、株式会社エイトコンサルタントを承継会社とした会社法第

757条に定める吸収分割であります。

　

(4) 株式の割当

吸収分割当事会社はいずれも当社の完全子会社であるため、本吸収分割に際して株式の割当は行い

ません。
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(5) 承継会社が承継する権利義務

本吸収分割により、承継会社は、建設コンサルタント事業その他分割会社の有する全ての事業(社会

インフラを対象とした案件開発事業並びに当該事業に対する出投資及び事業運営アドバイザリー業務

を除く。)に関する一切の資産、負債、その他の権利義務を承継いたします。

　

(6) 分割会社の概要

① 商号 日本技術開発株式会社
(平成21年６月１日付で、株式会社ＥＪビジネス・パートナーズに変更)

② 事業内容 建設コンサルタント業務、調査業務

③ 設立年月日 昭和29年７月13日

④ 本店所在地 東京都中野区

⑤ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　佐伯　光昭
(平成21年６月１日付で、代表取締役社長　家形　一生 に交代)

⑥ 資本金 50百万円

　

(7) 承継会社の概要

① 商号 株式会社エイトコンサルタント
(平成21年６月１日付で、株式会社エイト日本技術開発に変更)

② 事業内容 建設コンサルタント業務、調査業務

③ 設立年月日 昭和35年９月24日

④ 本店所在地 岡山市北区

⑤ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　小谷　裕司

⑥ 資本金 2,056百万円

　

(8) 会計処理の概要

吸収分割当事会社はいずれも当社の完全子会社であるため、「企業結合に係る会計基準　三　４　共通

支配下の取引等の会計処理」に規定する処理方法を適用することを予定しております。
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６ 【研究開発活動】

当連結グループの研究開発は、株式会社エイトコンサルタント及び日本技術開発株式会社で行っており

ます。

両社は、多様化・高度化・複雑化する顧客ニーズに対し、質の高い技術サービス及び成果品を提供するた

め、新技術の修得・導入及び品質・生産性の向上を目指して、外部の公的機関等との共同研究も積極的に取

り入れながら、多面的な研究開発に取り組むとともに、両社共同での研究開発も行っております。

当連結会計年度は、主として以下の活動を実施いたしました。

　

＜株式会社エイトコンサルタントの研究開発活動＞

①防災

・インターネットを利用した全自動観測システム応用技術の開発、整備、実地配置計測

・地震動による液状化と津波解析、高潮・津波と避難行動シミュレーション技術の研究

・三次元計測技術による斜面等の動的変化の確認

・光ファイバーによる地すべり計測技術の確立と検証

②環境

・地下水汚染問題対応のための三次元地下水移流分散解析技術の研究

・道路面融雪熱源としての地熱利用技術の研究

・ＡＤＰ(三次元多層流向流速計)による水中の流向・流速及び懸濁物質の挙動解析、海底地形解析支

援計測システムの研究及び関連シミュレーション解析技術の研究

・ＥＳＴＬ(省エネトンネル照明システム)による省エネ照明設備検討及びインターネットを利用した

照明設備比較システムの提供

③地質解析

・Ｘ線回折、元素分析等による地質解析の支援(斜面、断層、軟弱地盤等)

④情報システム

・ＣＧ(コンピュータグラフィックス)、ＶＲ(バーチャルリアリティ)による映像関連技術

・統計解析を利用した土木行政支援における事業優先順位検討や警戒避難雨量の設定等

　

＜日本技術開発株式会社の研究開発活動＞

①有機系廃棄物の資源循環システムに関する研究

・北海道大学、メーカー、ゼネコン５者、オブザーバー３者及び日本技術開発株式会社で構成し、北海道

をフィールドに、循環型共生社会の実現のための有機系廃棄物リサイクルシステムの普及・実現を

目指した研究

②最終処分場技術システムに関する研究

・学識経験者、ゼネコン、メーカー、日本技術開発株式会社を含むコンサルタント等の専門技術者によ

る信頼性の高い最終処分場の計画、設計、施工及び維持管理に関する技術システムについての研究

③クローズドシステム処分場技術の開発研究

・屋根付き最終処分場の技術の普及と発展を図るために、その有益性を検討するとともに、これらに必

要な建設技術等の総合的な開発・研究
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④都市再生に関する研究

・木造密集地域における防災まちづくり、中小河川等を対象にした河畔型まちづくり、地方都市におけ

る地域活性化策のあり方等の研究

⑤ＢＣＰ(事業継続計画)に関する研究

・事業継続計画の研究成果によるＪＥＣＢＣＰの策定とプレス発表及び今後の行政への展開・適用を

見据えた事業継続計画に関する研究

　

＜株式会社エイトコンサルタントと日本技術開発株式会社共同の研究開発活動＞

①ＡＶＩプロジェクトの推進

・交通調査・解析業務に有効なＡＶＩ(車両自動認識)システムのニーズ把握と、適用拡大に向けたシ

ステム改良及び現地実証に関する研究

　

当連結会計年度の主な成果として、株式会社エイトコンサルタントにおいて、斜面防災対策等の「対策工

効果評価システム」、「液状化発生評価システム」、「防災総合計画支援システムとそのプログラム」及び

「災害発生確率評価システムとそのプログラム」に関する特許を出願し、「点検業務に利用可能な評点式

データシートに基づく健全性評価システム」及び「優先順位評価システム」の特許を取得いたしました。

また、日本技術開発株式会社において、「雨水幹線の施工方法」の特許を取得いたしました。　

当連結会計年度における研究開発費用の総額は１億27百万円であり、当連結グループの研究開発活動に

おいては、建設コンサルタント業務と調査業務の明瞭な区別はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりでありま

す。

　

(1) 財政状態

当連結会計年度末の総資産は187億12百万円となり、前連結会計年度末と比べ28億76百万円減少いたし

ました。

　流動資産は107億２百万円となり、前連結会計年度末と比べ22億97百万円減少いたしました。これは主

に、現金及び預金が営業キャッシュ・フローの悪化により19億95百万円減少したことによるものであり

ます。

　固定資産は80億10百万円となり、前連結会計年度末と比べ５億78百万円減少いたしました。これは主に、

投資有価証券が時価下落等により３億74百万円減少し、土地ならびに投資不動産(賃貸用土地)が減損に

より合わせて２億37百万円減少したことによるものであります。

　当連結会計年度末の負債は74億48百万円となり、前連結会計年度末と比べ８億17百万円減少いたしまし

た。これは主に、業務量減少の影響等により未成業務受入金が10億23百万円減少したことによるものであ

ります。

　当連結会計年度末の純資産は112億63百万円となり、前連結会計年度末と比べ20億58百万円減少いたし

ました。これは主に、15億73百万円の当期純損失となったこと等により利益剰余金が17億71百万円減少し

たことによるものであります。

　また、当連結会計年度末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比べ1.6ポイント低下して59.8％とな

り、流動比率は、50.0ポイント低下して234.9％となりました。

　

(2) 経営成績

当連結会計年度の売上高は163億69百万円となり、前連結会計年度と比べ21億95百万円の減収となりま

した。これは主に、当連結会計年度の受注高の減少によるものであります。

　売上原価は、コスト削減、生産性の向上に努めた結果、129億47百万円となり、前連結会計年度と比べ８億

92百万円減少いたしましたが、売上高の減少を吸収するにいたらず、売上原価率は79.1％となり4.5ポイ

ント上昇いたしました。

　この結果、売上総利益は34億22百万円となり、前連結会計年度と比べ13億２百万円の減益、また、売上総

利益率は20.9％となり4.5ポイントの低下となりました。

　販売費及び一般管理費は、費用削減に努めたものの44億２百万円となり、前連結会計年度と比べ27百万

円の増加、また、売上高に対する比率は26.9％となり3.4ポイントの上昇となりました。

　これにより、営業損失９億79百万円となり、前連結会計年度と比べ13億30百万円の減益となりました。

営業外収益は、受取保険配当金の減少等により前連結会計年度と比べ41百万円減少し、３億８百万円と

なりました。一方、営業外費用は、前連結会計年度に計上した創立費償却がなくなったこと等により11百

万円減少し、１億円となりました。

　この結果、経常損失７億71百万円となり、前連結会計年度と比べ13億60百万円の減益となりました。

　特別損失は、厚生年金基金脱退損失２億89百万円を計上したこと等により、前連結会計年度と比べ２億

66百万円増加し、６億45百万円となりました。
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これにより、税金等調整前当期純損失14億17百万円となり、前連結会計年度と比べ16億26百万円の減益

となりました。

　法人税等は、前連結会計年度において繰延税金資産の回収可能性を見直した影響がなくなったこと等か

ら３億45百万円減少し、１億54百万円となりました。

　また、少数株主利益は、主に連結子会社の都市開発設計株式会社の利益貢献により２百万円増加し、２百

万円となりました。

　この結果、当期純損失15億73百万円となり、前連結会計年度と比べ12億84百万円の減益となりました。

　

(3) キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損益が16億26百万円の減益となったこと、

未成業務受入金の減少額が７億22百万円増加したこと等により、前連結会計年度と比べ20億51百万円悪

化し、22億29百万円の資金減となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出が２億31百万円増加したこと等によ

り、前連結会計年度と比べ57百万円悪化し、４億99百万円の資金減となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入れによる収入が10億円減少したこと等により、前連結会計

年度と比べ11億96百万円悪化し、５億83百万円の資金増となりました。

　この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、65億32百万円となり、前連結会計年度末と比べ21

億44百万円減少いたしました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は２億42百万円で、主として、平成21年６月の建設コンサルタント事業

統合に向けた連結子会社の関西支社事務所ビルの増築ならびに基幹システム構築に関する投資でありま

す。　

　なお、業務別の設備投資額は、建設コンサルタント業務９百万円、調査業務４百万円及び全社共通２億28百

万円であります。

　

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【主要な設備の状況】

当連結グループの主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成21年５月31日現在

事業所名

(所在地)

業務の

名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)
従業

員数

(名)
工具、器具

及び備品
合計

本社

(岡山市北区)
管理業務

基幹システ

ム (注２)
51 51 10

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記のほか、ソフトウエア206百万円があり、当該設備及びソフトウエアは、平成21年６月以降に連結子会社に

売却する予定であります。
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(2) 国内子会社

平成21年５月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

業務の

名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)
従業

員数

(名)
建物

及び構築物

土地
その他 合計

金額 面積㎡

㈱エイトコン

サルタント

本社

(岡山市

 北区)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所
314

[54]

414

[18]

4,758

[401]

51

[0]

780

[73]

201

(35)

㈱エイトコン

サルタント

関西支社

(大阪市

 淀川区)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所
286

[20]

167

[6]

1,065

[42]
13

468

[27]

36

(13)

㈱エイトコン

サルタント

神戸支店

(神戸市

 兵庫区)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所 117 70 219 4 192
23

(11)

㈱エイトコン

サルタント

松江支社

(島根県

 松江市)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所 93 44 1,892 4 143
32

(14)

㈱エイトコン

サルタント

浜田事務所

(島根県

 浜田市)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所 89 35 1,290 3 128
15

(2)

㈱エイトコン

サルタント

広島支社

(広島市

 東区・

 南区)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所
150

[133]

134

[158]

442

[470]

5

[0]

290

[292]

26

(11)

㈱エイトコン

サルタント

徳島支店

(徳島県

 徳島市)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所 32 95 401 3 130
20

(8)

㈱エイトコン

サルタント

松山支社

(愛媛県

 松山市)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所 121 557 3,569 7 686
29

(6)

日本技術開発

㈱

東北支社

(仙台市

 若林区)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所 153 108 1,249 0 262
30

(5)

都市開発設計

㈱

本社

(群馬県

 前橋市)

建設コンサ

ルタント

調査

事務所 18 111 1,209 2 131 20

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記中の[外書]は、連結会社以外への賃貸設備であります。なお、当該賃貸設備は連結貸借対照表上、投資不動

産として表示しております。

３　帳簿価額の「その他」は、主として、工具、器具及び備品であります。

４　連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

業務の名称 設備の内容 台数 主なリース期間

当連結会計年度
における支払
リース料(百万

円)

リース契約残高
(百万円)

建設コンサルタント
調査

事務用機器 55台 60ヶ月 24 39

５　「従業員数」欄の(外書)は、臨時従業員(パートタイマー及びアルバイト)の年間平均雇用人員であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべきことはありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

特記すべきことはありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,450,000

計 1,450,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 363,053 363,053
東京証券取引所
(市場第二部)

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限のな
い、当社における標準となる
株式
 

単元株式数 10株

計 363,053 363,053 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年６月１日 363,053363,053 2,000 2,000 1,500 1,500

(注) 　株式移転による当社設立に伴う増加であります。
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(5) 【所有者別状況】

平成21年５月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数10株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 11 14 34 3 2 2,3412,405 ―

所有株式数
(単元)

― 2,193 41 10,545 62 3 23,03835,8824,233

所有株式数
の割合(％)

― 6.11 0.11 29.39 0.17 0.01 64.21100.00 ―

(注) 　自己株式93,181株は、「個人その他」に9,318単元、「単元未満株式の状況」に１株含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成21年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社八雲 岡山県岡山市北区伊島北町２－22 96,560 26.60

Ｅ・Ｊホールディングス社員持
株会

岡山県岡山市北区津島京町３－１－21 16,190 4.46

小　谷　裕　司 岡山県岡山市北区 13,300 3.66

小　谷　敏　幸 島根県松江市 6,900 1.90

日本技術開発株式会社 東京都中野区本町５－33－11 6,549 1.80

小　谷　満　俊 岡山県岡山市北区 4,180 1.15

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 4,000 1.10

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 3,950 1.09

小　谷　浩　治 岡山県岡山市北区 3,900 1.07

株式会社山陰合同銀行 島根県松江市魚町10 3,900 1.07

計 ― 159,429 43.91

(注) １　日本技術開発株式会社の所有株式については、会社法施行規則第67条にもとづく相互保有株式に該当するた

め、議決権を有しておりません。

２　上記のほか、当社所有の自己株式93,181株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合25.67％があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 93,180
 

― ―

（相互保有株式）
普通株式 6,540
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 259,100 25,910 ―

単元未満株式 普通株式 4,233
　

― ―

発行済株式総数 363,053 ― ―

総株主の議決権 ― 25,910 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式１株及び日本技術開発株式会社所有の相互保有株式９

株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
Ｅ・Ｊホールディングス 
株式会社

岡山県岡山市北区
津島京町３－１－21

 
93,180

 
―
 

93,180
 

25.67

（相互保有株式）
日本技術開発株式会社
 

　
東京都中野区本町
５－33－11

 
6,540

 
―
 

6,540
 

1.80

計 ― 99,720 ― 99,720 27.47

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議にもとづかないものの内容】
　

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 48 0

当期間における取得自己株式 8 0

(注)  当期間における取得自己株式には、平成21年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　
　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(買増請求に係る売却による減少)

9 0 5 0

保有自己株式数 93,181 ― 93,184 ―

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成21年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

及び買増請求に係る売却による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対して長期的な安定した利益還元の継続が株主価値の増大につながるものと認識

しております。また、将来にわたって株主利益を確保するために、企業体質の強化や積極的な事業展開のた

めの内部留保も必要と考えております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当

を行う場合は取締役会、期末配当は株主総会であります。

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、１株につき750円といたしました。

内部留保資金の使途につきましては、将来にわたる株主利益を確保するために、企業体質の強化や積極的

な事業展開を図るための投資に活用してまいります。

基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成21年８月26日
定時株主総会決議

202 750

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第１期 第２期

決算年月 平成20年５月 平成21年５月

最高(円) 30,350 16,700

最低(円) 14,000 8,310

(注) １　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

２　当社株式は、平成19年６月１日から東京証券取引所市場第二部に上場しております。従って、それ以前の株価に

ついては、該当ありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
12月

平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 11,600 10,510 10,230 10,400 10,870 11,530

最低(円) 9,500 9,600 9,410 9,500 10,000 9,550

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数 (株)

代表取締役
会長

　 佐　伯　光　昭 昭和21年９月25日生

昭和44年４月 日本技術開発株式会社(現 株式会社

ＥＪビジネス・パートナーズ)入社

注２ 281

平成11年９月 同　取締役技術開発本部副本部長

　　兼営業推進本部営業企画部長

　　兼環境防災事業部担当

平成13年７月 同　取締役東京支社長

平成13年９月 同　常務執行役員東京支社長

平成15年６月 同　常務執行役員東京支社長

　　兼事業本部道路・交通部門

　　企画担当

平成15年９月 同　取締役常務執行役員東京支社長

　　兼事業本部道路・交通部門

　　企画担当

平成15年10月 同　取締役常務執行役員東京支社長

　　兼事業推進会議道路・交通部門

　　担当

平成16年７月 同　代表取締役社長

　　社長執行役員

平成19年６月 当社代表取締役会長(現任)

平成21年６月 株式会社エイト日本技術開発

代表取締役副社長執行役員(現任)

代表取締役
社長

　 小　谷　裕　司 昭和32年11月25日生

平成２年８月 株式会社アイ・エヌ・エー退職

注２ 13,300

平成２年９月 株式会社エイトコンサルタント(現 

株式会社エイト日本技術開発)入社

平成４年４月 同　東京事務所長

平成４年７月 同　取締役東京事務所長

平成６年４月 同　取締役社長室長

平成６年７月 同　常務取締役社長室長

平成８年４月 同　常務取締役総合企画室長

平成８年８月 同　代表取締役社長(現任)

平成10年１月 株式会社八雲代表取締役(現任)

平成18年９月 日本技術開発株式会社(現 株式会社

ＥＪビジネス・パートナーズ)取締役

会長

平成19年６月 当社代表取締役社長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数  (株)

取締役 　 谷　本　俊　夫 昭和19年４月10日生

昭和43年４月 株式会社エイトコンサルタント(現 

株式会社エイト日本技術開発)入社

注２ 970

平成４年４月 同　岡山支社長

平成４年７月 同　取締役岡山支社長

平成６年４月 同　取締役技術本部副本部長

平成８年４月 同　取締役技術本部長

平成10年８月 同　常務取締役技術本部長

平成12年８月 同　取締役常務執行役員技術本部長

平成13年８月 同　取締役常務執行役員技術本部長

　　兼岡山支社長

平成14年６月 同　取締役常務執行役員岡山支社長

平成15年６月 同　取締役常務執行役員事業本部長

平成17年６月 同　取締役常務執行役員

　　岡山事業本部長

平成18年６月 同　取締役専務執行役員

　　岡山事業本部長

平成18年７月 同　取締役専務執行役員管理本部長

　　兼岡山事業本部長

平成18年９月 日本技術開発株式会社(現 株式会社

ＥＪビジネス・パートナーズ)取締役

平成19年６月 当社取締役(現任)

平成21年６月 株式会社エイト日本技術開発取締役

専務執行役員管理本部長(現任)

取締役 　 妹　尾　　　修 昭和23年10月17日生

昭和47年４月 株式会社エイトコンサルタント(現 

株式会社エイト日本技術開発)入社

注２ 500

平成10年４月 同　高松支店長

平成14年６月 同　管理本部業務部長

平成16年６月 同　執行役員広島支社長

平成18年７月 同　常務執行役員営業本部長

平成18年８月 同　取締役常務執行役員営業本部長

平成19年６月 同　取締役常務執行役員

　　事業推進本部長(現任)

　 当社取締役(現任)

取締役
企画・統
括本部長

奥　　　英　雄 昭和21年８月11日生

昭和44年４月 日本技術開発株式会社(現 株式会社

ＥＪビジネス・パートナーズ)入社

注２ 370

平成13年９月 同　執行役員九州支社長

平成15年９月 同　取締役常務執行役員九州支社長

平成16年７月 同　取締役常務執行役員東京支社長

　　兼事業推進会議資源・環境部門

　　担当

平成17年８月 同　取締役常務執行役員

　　事業推進本部長

　　兼資源・環境部門長

平成18年５月 同　取締役常務執行役員

　　戦略企画担当

平成18年９月 同　取締役常務執行役員

　　戦略企画担当兼管理本部管掌

平成19年６月 同　取締役常務執行役員

　　統合企画推進本部長

　　兼管理本部管掌

平成19年８月 同　取締役専務執行役員

　　統合企画推進本部長

平成21年６月 当社入社　企画・統括本部長

　 株式会社エイト日本技術開発

専務執行役員(現任)

平成21年８月 当社取締役企画・統括本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数  (株)

常勤監査役 　 吉　田　庄　太 昭和21年10月13日生

昭和61年９月 株式会社エイトコンサルタント(現 

株式会社エイト日本技術開発)入社

注３ 670

平成９年８月 同　常勤監査役

平成10年８月 同　取締役技術開発部長

平成12年８月 同　取締役執行役員技術開発部長

平成16年６月 同　取締役常務執行役員

　　総合企画部長

平成17年８月 同　取締役辞任

平成18年６月 共立工営株式会社技師長

平成19年６月 当社常勤監査役(現任)

平成19年８月 株式会社エイトコンサルタント(現 

株式会社エイト日本技術開発)

常勤監査役(現任)

監査役 　 松　原　治　郎 昭和35年１月５日生

平成10年10月 松原公認会計士事務所所長(現任)

注３ 50

平成12年８月 株式会社エイトコンサルタント(現 

株式会社エイト日本技術開発)監査役

(現任)

平成19年６月 当社監査役(現任)

監査役 　 佐々木　秀　一 昭和40年６月16日生

平成６年４月 東京弁護士会に弁護士登録

注３ 70

　 寺崎法律事務所入所

平成11年10月 太田昭和監査法人(現 新日本有限責

任監査法人)入所

平成15年４月 公認会計士登録

平成15年８月 成和共同法律事務所入所

平成16年９月 日本技術開発株式会社(現 株式会社

ＥＪビジネス・パートナーズ)監査役

平成17年４月 ベルダ法律会計事務所開設

平成18年９月 株式会社エムケーサターン

代表取締役(現任)

平成19年６月 当社監査役(現任)

計 16,211

(注) １　監査役の松原治郎氏及び佐々木秀一氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　任期は、平成21年５月期に係る定時株主総会終結の時から、平成23年５月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

３　任期は、平成19年６月１日の当社設立の時から、平成23年５月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

 31/135



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、Ｅ・Ｊグループの持株会社として、グループ全体の企業価値の向上ならびに株主に対する経

営の透明性を高めるために必要なコーポレート・ガバナンスを、経営の最重要課題の一つとして位置

付けております。 

　この考えのもと、経営の透明・公正かつ迅速な意思決定および業務執行ならびにその監督を確実に実

施すべく、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでおり、持株会社に経営の意思決定及び監督機

能を持たせ、事業会社に業務執行機能を分離することで、経営の質的向上を図り、急激な経営環境の変

化に対して迅速な意思決定を行うことを目的としております。 

　

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況ならびにリスク管理体制の整備の状況

1.会社の機関の内容

当社は、取締役会設置会社であり、当事業年度末における取締役は４名であります。各取締役は、客

観的視点や幅広い視野に立ちグループ全体の経営に関し監視を行っております。 

　当社は、監査役および監査役会の設置会社であります。監査役は３名で、そのうち２名は社外監査役

(会社法第２条第16号に定める社外監査役)であります。各監査役は、取締役会等に出席し意思決定と

業務執行の監査を行っております。 

2.内部統制システムの整備の状況

内部統制システムの整備に関しましては、会社法第362条第４項第６号に定める「業務の適正を確

保するための体制」につき、平成19年８月の取締役会で「内部統制システムの基本方針」を決定し、

業務の有効性と効率性、手続きの適切性について社長直轄の監査部を中心に、グループ全社を対象と

した内部統制評価を実施する体制を整備しております。 

　また、金融商品取引法第24条の４の４に定める「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確

保するための体制の評価(以下、「Ｊ－ＳＯＸ」という。)」を実施するため、グループ全体を対象と

したＪ－ＳＯＸの実施要領等を定める財務報告等に係る内部統制に関する基本規程及び実施マニュ

アルを制定、ならびに内部統制委員会を設置し、評価体制を整備しております。

3.内部監査及び監査役監査の状況

内部監査につきましては、監査部(３名)が業務活動の規律遵守及び適法性について監査役及び会

計監査人と相互に連携のうえ、グループ企業の監査状況等を監査し、その監査状況について適時に社

長に報告しております。 

　監査役監査につきましては、監査役は取締役会等の重要な会議に出席する他、稟議書等の重要資料

を閲覧し、業務執行状況を確認するとともに、内部監査及び監査法人による重要な子会社等の往査に

同行し状況を確認することにより厳格・適正な監査を実施しております。 

　また、監査役、会計監査人、監査部は定期的に意見交換会を開催しております。
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4.リスク管理体制の整備状況

当社は、株主及び地域社会ならびにＥ・Ｊグループの顧客、社員等すべてのステークホルダーか

ら、より高い信頼と評価を獲得するため、「リスク管理規程」等を制定し、法令や企業倫理を遵守し

ていくための体制を整備しております。また、Ｅ・Ｊグループ各社においても同様のリスク管理体制

を整備し、グループ全役職員による企業の不祥事の防止に努めております。 

また、グループ企業の経営ならびに日常業務に関して、必要に応じて弁護士等の専門家から助言を

頂く体制をとっております。 

　

当事業年度末における当社のコーポレート・ガバナンス体制は次のとおりであります。

　

　

③ 役員報酬の内容

当社の取締役に対する報酬の内容は、取締役４名で総額44百万円であります。 

　なお、当社は社外取締役を選任しておりません。 

　また、当社の監査役に対する報酬の内容は、監査役３名で総額13百万円であります。 
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④ 会計監査の状況

会計監査につきましては、あずさ監査法人と監査契約を締結し、公正不偏な立場から監査を受けてお

ります。当事業年度において会計監査を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定社員　業務執行社員　乾　一良 あずさ監査法人

指定社員　業務執行社員　竹川都之 あずさ監査法人

指定社員　業務執行社員　青木靖英 あずさ監査法人

　　(注)　継続監査年数については、いずれの社員も７年以内であります。

　　監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士２名及びその他６名であります。

　

⑤ 取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨を、定款で定めております。

　

⑥ 取締役の選任決議について

当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

　また、選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

　

⑦ 取締役会で決議できる株主総会決議事項について

 1. 自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定にもとづき、取締役

会決議により、市場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨を定款で定めております。

　

 2. 中間配当の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定にもとづき、取締

役会決議により中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

⑧ 株主総会の特別決議について

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議については、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数を

もって行う旨を定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することに

より、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑨ 社外監査役との関係

社外監査役につきましては、両名とも当社との間に特別な利害関係はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 15 ―

連結子会社 ― ― 50 ―

計 ― ― 65 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

監査日数等を勘案した上で、会社法第399条及び当社定款第43条に基づき監査役会の同意を得て決定

しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)にもとづいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

もとづき、当連結会計年度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則

にもとづいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)にもとづいて作成しております。

なお、前事業年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則にもとづ

き、当事業年度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則にもとづいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、前連結会計年度(平成19年６月１日から平

成20年５月31日まで)及び前事業年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)並びに当連結会計年

度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで)及び当事業年度(平成20年６月１日から平成21年５月31

日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人の監査を受けております。

　

３　金額の表示単位の変更について

当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載してお

りましたが、当連結会計年度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで)及び当事業年度(平成20年６月

１日から平成21年５月31日まで)より百万円単位で記載することに変更いたしました。

　なお、比較を容易にするため、前連結会計年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)及び前事業

年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)についても百万円単位に組み替え、表示しております。
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１ 【連結財務諸表等】
(1) 【連結財務諸表】
① 【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,453 7,458

受取手形及び売掛金 ※2
 1,019

※3
 1,212

有価証券 174 174

たな卸資産 2,029 ※2
 1,414

前渡金 59 60

前払費用 137 105

繰延税金資産 15 4

その他 115 281

貸倒引当金 △4 △9

流動資産合計 12,999 10,702

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,982 4,110

減価償却累計額 △2,445 △2,520

建物及び構築物（純額） 1,537 1,590

機械装置及び運搬具 159 146

減価償却累計額 △141 △133

機械装置及び運搬具（純額） 18 12

工具、器具及び備品 1,490 1,458

減価償却累計額 △1,250 △1,234

工具、器具及び備品（純額） 240 224

土地 2,448 2,305

建設仮勘定 0 －

有形固定資産合計 4,245 4,132

無形固定資産

のれん 287 215

その他 164 337

無形固定資産合計 451 553

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 1,825

※1
 1,450

固定化営業債権 15 17

投資不動産 1,025 931

減価償却累計額 △390 △404

投資不動産（純額） 635 526

繰延税金資産 16 12

その他 ※1
 1,430

※1
 1,348

貸倒引当金 △30 △31

投資その他の資産合計 3,892 3,324

固定資産合計 8,588 8,010

資産合計 21,588 18,712
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 448 398

短期借入金 － 1,000

1年内返済予定の長期借入金 224 339

未払金 241 427

未払費用 638 680

未払法人税等 88 78

未払消費税等 378 146

繰延税金負債 1 0

未成業務受入金 2,423 1,400

受注損失引当金 60 24

その他 57 60

流動負債合計 4,563 4,556

固定負債

長期借入金 1,775 1,441

繰延税金負債 74 82

退職給付引当金 1,496 1,094

負ののれん 195 133

長期未払金 113 98

長期預り保証金 47 41

固定負債合計 3,702 2,892

負債合計 8,266 7,448

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 6,100 6,100

利益剰余金 10,376 8,605

自己株式 △5,098 △5,099

株主資本合計 13,378 11,606

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △127 △416

評価・換算差額等合計 △127 △416

少数株主持分 71 74

純資産合計 13,322 11,263

負債純資産合計 21,588 18,712
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② 【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

売上高

完成業務高 18,565 16,369

売上原価

完成業務原価 ※1
 13,840

※1, ※2
 12,947

売上総利益 4,724 3,422

販売費及び一般管理費

役員報酬 354 341

給料及び手当 1,734 1,682

賞与 129 161

退職給付費用 98 140

法定福利費 308 308

旅費及び交通費 220 227

賃借料 320 295

貸倒引当金繰入額 4 6

減価償却費 91 78

のれん償却額 71 71

その他 ※1
 1,039

※2
 1,087

販売費及び一般管理費合計 4,374 4,402

営業利益又は営業損失（△） 350 △979

営業外収益

受取利息 112 104

受取配当金 15 15

負ののれん償却額 62 62

不動産賃貸料 53 51

匿名組合投資利益 28 22

保険配当金 37 27

その他 39 25

営業外収益合計 350 308

営業外費用

支払利息 34 53

不動産賃貸費用 29 25

創立費償却 24 －

その他 22 21

営業外費用合計 111 100

経常利益又は経常損失（△） 588 △771
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※2
 6

※3
 16

投資有価証券売却損 － 9

投資有価証券評価損 126 64

事務所移転費用 55 12

減損損失 ※3
 139

※4
 237

経営統合関連費用 51 14

厚生年金基金脱退損失 － 289

特別損失合計 379 645

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

209 △1,417

法人税、住民税及び事業税 106 108

法人税等調整額 392 45

法人税等合計 499 154

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 2

当期純損失（△） △289 △1,573
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③ 【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 － 2,000

当期変動額

株式移転による増加 2,000 －

当期変動額合計 2,000 －

当期末残高 2,000 2,000

資本剰余金

前期末残高 － 6,100

当期変動額

株式移転による増加 6,100 －

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 6,100 △0

当期末残高 6,100 6,100

利益剰余金

前期末残高 － 10,376

当期変動額

株式移転による増加 10,845 －

剰余金の配当 △179 △197

当期純損失（△） △289 △1,573

当期変動額合計 10,376 △1,775

当期末残高 10,376 8,605

自己株式

前期末残高 － △5,098

当期変動額

株式移転による増加 △5,084 －

自己株式の取得 △14 △0

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △5,098 △0

当期末残高 △5,098 △5,099

株主資本合計

前期末残高 － 13,378

当期変動額

株式移転による増加 13,862 －

剰余金の配当 △179 △197

当期純損失（△） △289 △1,573

自己株式の取得 △14 △0

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 13,378 △1,775

当期末残高 13,378 11,606
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 － △127

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△127 △289

当期変動額合計 △127 △289

当期末残高 △127 △416

評価・換算差額等合計

前期末残高 － △127

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△127 △289

当期変動額合計 △127 △289

当期末残高 △127 △416

少数株主持分

前期末残高 － 71

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 71 2

当期変動額合計 71 2

当期末残高 71 74

純資産合計

前期末残高 － 13,322

当期変動額

株式移転による増加 13,862 －

剰余金の配当 △179 △197

当期純損失（△） △289 △1,573

自己株式の取得 △14 △0

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △55 △287

当期変動額合計 13,322 △2,058

当期末残高 13,322 11,263
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

209 △1,417

減価償却費 315 264

減損損失 139 237

のれん償却額 71 71

負ののれん償却額 △62 △62

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4 5

受注損失引当金の増減額（△は減少） 21 △36

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5 113

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △25 －

受取利息及び受取配当金 △128 △120

支払利息 34 53

投資有価証券評価損益（△は益） 126 64

固定資産除却損 11 20

匿名組合投資損益（△は益） △28 △22

投資事業組合運用損益（△は益） △7 5

売上債権の増減額（△は増加） △225 △194

たな卸資産の増減額（△は増加） △12 615

未成業務受入金の増減額（△は減少） △300 △1,023

仕入債務の増減額（△は減少） △234 93

未払消費税等の増減額（△は減少） 173 △232

その他 △89 △131

小計 △3 △1,694

退職給付制度改定による支払額 － △500

利息及び配当金の受取額 128 122

利息の支払額 △35 △53

法人税等の支払額 △267 △104

営業活動によるキャッシュ・フロー △177 △2,229

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △450 △400

定期預金の払戻による収入 100 350

有価証券の償還による収入 100 －

有形固定資産の取得による支出 △150 △230

無形固定資産の取得による支出 △41 △192

投資有価証券の取得による支出 △84 △25

投資有価証券の売却による収入 15 0

投資事業組合からの分配による収入 34 6

出資金の分配による収入 36 9

その他 － △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △441 △499
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,000

社債の償還による支出 △25 －

長期借入れによる収入 2,000 －

長期借入金の返済による支出 － △218

自己株式の取得による支出 △14 △0

配当金の支払額 △179 △197

少数株主への配当金の支払額 △0 －

その他 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,779 583

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,159 △2,144

現金及び現金同等物の期首残高 7,517 8,677

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 8,677

※1
 6,532
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　連結の範囲に関する事項 　子会社は、すべて連結しております。

当該連結子会社は株式会社エイトコン

サルタント、日本技術開発株式会社、日

本インフラマネジメント株式会社、株

式会社共立エンジニヤ、共立工営株式

会社及び都市開発設計株式会社の６社

であります。

　なお、新協技術コンサルタント株式会

社は平成20年１月15日付で日本インフ

ラマネジメント株式会社に社名変更し

ております。

　子会社は、すべて連結しております。

当該連結子会社は株式会社エイトコン

サルタント、日本技術開発株式会社、日

本インフラマネジメント株式会社、株

式会社共立エンジニヤ、共立工営株式

会社及び都市開発設計株式会社の６社

であります。

　 　 　

２　持分法の適用に関する事

項

　関連会社は、上海日技環境技術咨詢有

限公司、株式会社演算工房の２社であ

りますが、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体として重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。

同左

　 　 　

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日と連結決算日は

一致しております。

同左

　 　 　

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　連結決算日の市場価格等にもとづ

く時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　　　なお、投資事業組合出資持分及び

これに類する組合への出資持

分(金融商品取引法第２条第

２項により有価証券とみなさ

れるもの)については、組合契

約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によって

おります。

　　　時価のないもの

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 　②たな卸資産

　　未成業務支出金

　　　個別法による原価法

 

　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法による原価法

 

　②たな卸資産

　　未成業務支出金

個別法による原価法(収益性の

低下による簿価切下げの方法)

　　貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(収益性の低下による簿価切下

げの方法)

　 　 　

　 ――― （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」(平成18年

７月５日　企業会計基準委員会　企業

会計基準第９号)が適用されたこと

にともない、未成業務支出金は個別

法による原価法、貯蔵品は最終仕入

原価法による原価法(いずれも貸借

対照表価額については収益性の低下

による簿価切下げの方法)に変更し

ております。

　この変更にともなう損益に与える

影響は軽微であります。

　 　 　

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①有形固定資産

　　定率法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①有形固定資産

同左

　 　 　

　 ――― （追加情報）

　連結子会社は、平成20年度の法人税

法の改正にともない、機械及び装置

について当連結会計年度より耐用年

数の変更を行っております。

　この変更にともなう損益に与える

影響は軽微であります。

　 　 　

　 　②投資不動産

　　定率法

 

　ただし、有形固定資産及び投資不動産

について、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)は、定額

法を採用しております。

　主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

　建物及び構築物　８年～50年

　投資不動産　　　８年～50年

　②投資不動産

同左

 

　ただし、有形固定資産及び投資不動産

について、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)は、定額

法を採用しております。

　主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

　建物及び構築物　８年～50年

　投資不動産　　　８年～50年
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 （追加情報）

　連結子会社は、平成19年度の法人税法

の改正にともない、平成19年３月31日

以前に取得した資産については、改正

前の法人税法にもとづく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　これによる影響額は軽微であります。

―――

　 　 　

　 　③無形固定資産

　　定額法

　　　なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

　　　ただし、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)にもとづく定額法に

よっております。

　③無形固定資産

同左

　 　 　

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

同左

 

　 　 　

　 　②受注損失引当金

　　　受注業務に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末におけ

る未成業務の損失見込額を計上し

ております。

　②受注損失引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 　③退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額にもと

づき計上しております。

　　　なお、数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年～12年)による定額法に

よりそれぞれ発生の翌連結会計年

度から損益処理しております。

　　　また、過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による

定額法により費用処理しておりま

す。

　③退職給付引当金

同左

 

 

　 　 　

　 　④役員退職慰労引当金

―――

（追加情報）

　連結子会社の都市開発設計株式会

社は、前定時株主総会において役員

退職慰労金制度の廃止を決議し、同

株主総会終結時までの在任期間に対

応する退職慰労金については各役員

の退任時に支給することといたしま

した。

　これに伴い、当連結会計年度におい

て、役員退職慰労引当金は「長期未

払金」に振替え、固定負債に計上し

ております。

―――

 

　 　 　

　 (4) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

―――

　 　 　

　 (5) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(4) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

　 　①完成業務高の計上基準

　　　原則として業務完成基準を採用し

ておりますが、連結子会社の日本

技術開発株式会社は、工期が１年

を超える業務については、業務進

行基準を採用しております。なお、

業務進行基準によった完成業務高

は749百万円であり、完成業務原価

は657百万円であります。

　①完成業務高の計上基準

　　　原則として業務完成基準を採用し

ておりますが、連結子会社の日本

技術開発株式会社は、工期が１年

を超える業務については、業務進

行基準を採用しております。なお、

業務進行基準によった完成業務高

は867百万円であり、完成業務原価

は777百万円であります。

　 　 　

　 　②消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

　②消費税等の会計処理

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

　 　 　

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却につい

ては、その効果の発現期間を見積もり、

５年間で均等償却を行っております。

ただし、金額が僅少なものについては

発生年度に全額償却することとしてお

ります。

同左

　 　 　

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

――― （リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に

関する会計基準」(平成19年３月30日改正　企業会計基

準委員会　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」(平成19年３月30日改正　企

業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第16号)を適

用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採

用しております。

　この変更にともなう損益に与える影響はありません。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 84百万円

投資その他の資産・
その他（出資金）

19百万円

 

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 84百万円

投資その他の資産・
その他（出資金）

19百万円

 

―――

 
※２　たな卸資産の内訳

未成業務支出金 1,399百万円

貯蔵品 14百万円

計 1,414百万円

 

※２　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれてお

ります。

受取手形 1百万円

※３　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日でありま

したが、期末日満期手形はありません。
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

――― ※１　たな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 58百万円

 

※１　一般管理費及び当期業務費用に含まれる研究開発

費の総額は117百万円であります。

 

※２　一般管理費及び当期業務費用に含まれる研究開発

費の総額は127百万円であります。

 

※２　固定資産除却損の内訳

建物 4百万円

工具、器具及び備品 1百万円

計 6百万円

 

※３　固定資産除却損の内訳

建物 7百万円

工具、器具及び備品 2百万円

投資不動産 0百万円

撤去費用 7百万円

計 16百万円

 

※３　減損損失

　　　以下の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。

場所 用途 種類

岡山市
事業用資産
(一部、賃貸用資産)

土地及び建物等

松江市 事業用資産 土地及び建物等

　　　事業用資産は事業所単位に、賃貸用資産は物件単位に

グルーピングしております。

　時価の下落が著しい資産、または、営業活動から生

じる損益が継続的にマイナスである資産について減

損の兆候を認識し、回収可能価額が帳簿価額を下回

る上記の資産グループについて、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(139百万

円)として特別損失に計上しております。その内訳

は、土地102百万円、投資不動産36百万円であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、路線価を有する土地については路線価にもと

づいて算定し、それ以外については固定資産税評価

額にもとづいて算定しております。

※４　減損損失

　　　以下の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。

場所 用途 種類

広島市
事業用資産及び賃貸用
資産

土地

　　　事業用資産は事業所単位に、賃貸用資産は物件単位に

グルーピングしております。

　時価の下落が著しい資産、または、営業活動から生

じる損益が継続的にマイナスである資産について減

損の兆候を認識し、回収可能価額が帳簿価額を下回

る上記の資産グループについて、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(237百万

円)として特別損失に計上しております。その内訳

は、土地143百万円、投資不動産94百万円であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、路線価にもとづいて算定しております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

　
　 前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ― 363,053 ― 363,053

（注）普通株式の増加は、株式移転による当社設立による増加であります。

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ― 99,691 ― 99,691

（注）普通株式の自己株式の増加は、株式移転による増加99,603株及び単元未満株式の買取による増加88株であり

ます。

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

当社は平成19年６月１日に株式移転により設立された共同持株会社であるため、配当金の支払額は下

記の完全子会社が定時株主総会において決議された金額です。

 

株式会社エイトコンサルタント

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年８月27日
定時株主総会

普通株式 179 7,500平成19年５月31日 平成19年８月28日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年８月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 202 750平成20年５月31日平成20年８月29日
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当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 363,053 ― ― 363,053

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 99,691 48 9 99,730

（注）普通株式の自己株式の増加は単元未満株式の買取による増加であり、普通株式の自己株式の減少は買増請求

に係る売却による減少であります。

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年８月28日
定時株主総会

普通株式 197 750 平成20年５月31日 平成20年８月29日

（注）配当金の総額には、連結子会社が保有する当社発行株式に係る配当金は含んでおりません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年８月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 197 750平成21年５月31日平成21年８月27日

（注）配当金の総額には、連結子会社が保有する当社発行株式に係る配当金は含んでおりません。

　

　

　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 9,453百万円

有価証券 174百万円

投資その他の資産・その他
(長期性定期預金)

200百万円

計 9,827百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△1,150百万円

現金及び現金同等物 8,677百万円

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 7,458百万円

有価証券 174百万円

投資その他の資産・その他
(長期性定期預金)

100百万円

計 7,732百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△1,200百万円

現金及び現金同等物 6,532百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具及び
備品

118 62 56

無形固定資産
その他
(ソフトウエア)

96 86 10

合計 215 149 66

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法によってお

ります。

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具及び
備品

73 35 37

無形固定資産
その他
(ソフトウエア)

9 7 2

合計 82 43 39

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法によってお

ります。

　 　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 28百万円

１年超 38百万円

合計 66百万円

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法によっております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 14百万円

１年超 25百万円

合計 39百万円

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法によっております。

　 　

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 46百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24百万円

 

　 　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度末(平成20年５月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

　 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

　株式 163 308 145

　その他 19 29 9

　小計 183 337 154

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

　株式 252 192 △59

　その他 1,116 1,052 △64

　小計 1,368 1,245 △123

合計 1,552 1,583 31

(注)  当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損124百万円を計上しております。

当該減損処理は連結会計年度末に50％以上時価が下落した銘柄についてはすべて実施し、30％以上50％未満下落

した銘柄については、時価の動向、業績推移等により、回復可能性が乏しいと判定した銘柄について実施しており

ます。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

15 ― 1

　

３　時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

　

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　優先株式 100

　非上場株式 12

　ＭＭＦ 174

　投資事業組合出資持分 45

計 331

(注)  当連結会計年度において、実質価額が著しく下落したものについて減損処理を行い、投資有価証券評価損1百万円

を計上しております。
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当連結会計年度末(平成21年５月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

　 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

　株式 116 221 104

　小計 116 221 104

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

　株式 265 191 △73

　その他 1,127 814 △312

　小計 1,392 1,005 △386

合計 1,508 1,227 △281

(注)  当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損59百万円を計上しております。

当該減損処理は連結会計年度末に50％以上時価が下落した銘柄についてはすべて実施し、30％以上50％未満下落

した銘柄については、時価の動向、業績推移等により、回復可能性が乏しいと判定した銘柄について実施しており

ます。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

0 ― 9

　

３　時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

　

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　優先株式 100

　非上場株式 6

　ＭＭＦ 174

　投資事業組合出資持分 32

計 313

子会社株式及び関連会社株式 　

　関連会社株式 84

計 84

(注)  当連結会計年度において、実質価額が著しく下落したものについて減損処理を行い、投資有価証券評価損５百万

円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

当連結グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

当連結グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

株式会社エイトコンサルタント、日本インフラマネジメント株式会社、株式会社共立エンジニヤ及び共立

工営株式会社の４社(以下、「エイトコンサルタント等」という。)は、確定給付企業年金法(平成13年法律第

50号)にもとづく確定給付企業年金制度を設けており、日本技術開発株式会社は、適格退職年金制度を設け

ております。

この他、エイトコンサルタント等は全国測量業厚生年金基金(総合設立型)に、日本技術開発株式会社は建

設コンサルタンツ厚生年金基金(総合設立型)にそれぞれ加入しておりますが、自社の拠出に対する年金資

産の額が合理的に計算できないため、退職給付債務の計算には含めておりません。

都市開発設計株式会社は、退職一時金制度及び特定退職金共済制度を採用しております。

また、すべての連結子会社は、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は、次のとおりでありま

す。

(1) 全国測量業厚生年金基金

① 制度全体の積立状況に関する事項(平成19年３月31日)

　年金資産の額 178,048百万円

　年金財政計算上の給付債務の額 159,793百万円

　差引額 18,255百万円

② 制度全体に占める当連結グループの給与総額割合

　　(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　 2.2％

③ 補足説明

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高10,939百万円及び別途積立金

29,194百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当

連結グループは、当連結会計年度の連結財務諸表上、掛金129百万円を費用処理しております。

　なお、上記②の割合は、当連結グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

　

(2) 建設コンサルタンツ厚生年金基金

① 制度全体の積立状況に関する事項(平成19年３月31日)

　年金資産の額 153,011百万円

　年金財政計算上の給付債務の額 169,255百万円

　差引額 △16,244百万円

② 制度全体に占める当連結グループの給与総額割合

　　(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　 1.6％

③ 補足説明

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高34,985百万円及び剰余金19,578

百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当連結グ

ループは、当連結会計年度の連結財務諸表上、掛金147百万円を費用処理しております。

　なお、上記②の割合は、当連結グループの実際の負担割合とは一致しておりません。
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２　退職給付債務に関する事項(平成20年５月31日)

　(1) 退職給付債務 △4,329百万円

　(2) 年金資産 2,420百万円

　(3) 未積立退職給付債務((1)+(2)) △1,908百万円

　(4) 未認識数理計算上の差異 398百万円

　(5) 未認識過去勤務債務 30百万円

　(6) 連結貸借対照表計上額純額((3)+(4)+(5)) △1,480百万円

　(7) 前払年金費用 16百万円

　(8) 退職給付引当金((6)-(7)) △1,496百万円

(注)　株式会社エイトコンサルタント及び日本技術開発株式会社を除く連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　(1) 勤務費用 237百万円

　(2) 利息費用 81百万円

　(3) 期待運用収益 △57百万円

　(4) 数理計算上の差異の費用処理額 32百万円

　(5) 過去勤務債務の費用処理額 3百万円

　(6) 退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 298百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しております。

　４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　(2) 割引率 株式会社エイトコンサルタント　2.0％　
日本技術開発株式会社　1.7％

　(3) 期待運用収益率 株式会社エイトコンサルタント　1.5％　
日本技術開発株式会社　4.76％

　(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額法によることとしておりま
す。)

　(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年～12年(各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による
定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から
損益処理しております。)

　

（追加情報）

当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正(その２)」(平成19年５月15日　企業会計

基準委員会　企業会計基準第14号)を適用しております。
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当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

株式会社エイトコンサルタント、日本インフラマネジメント株式会社、株式会社共立エンジニヤ及び共立

工営株式会社の４社は、確定給付企業年金法(平成13年法律第50号)にもとづく確定給付企業年金制度を設

けており、日本技術開発株式会社は、適格退職年金制度を設けております。

この他、上記の５社は全国測量業厚生年金基金(総合設立型)に加入しておりますが、自社の拠出に対する

年金資産の額が合理的に計算できないため、退職給付債務の計算には含めておりません。なお、日本技術開

発株式会社は平成20年10月１日に建設コンサルタンツ厚生年金基金(総合設立型)を脱退し、同日付で全国

測量業厚生年金基金に加入しております。

都市開発設計株式会社は、退職一時金制度及び特定退職金共済制度を採用しております。

また、すべての連結子会社は、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は、次のとおりでありま

す。

① 制度全体の積立状況に関する事項(平成20年３月31日)

　年金資産の額 155,926百万円

　年金財政計算上の給付債務の額 169,304百万円

　差引額 △13,378百万円

② 制度全体に占める当連結グループの給与総額割合

　　(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　 2.3％

③ 補足説明

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高10,279百万円であります。本制度

における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当連結グループは、当連結会計年度

の連結財務諸表上、掛金127百万円を費用処理しております。

　なお、上記②の割合は、当連結グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成21年５月31日)

　(1) 退職給付債務 △4,278百万円

　(2) 年金資産 2,349百万円

　(3) 未積立退職給付債務((1)+(2)) △1,928百万円

　(4) 未認識数理計算上の差異 807百万円

　(5) 未認識過去勤務債務 26百万円

　(6) 連結貸借対照表計上額純額((3)+(4)+(5)) △1,094百万円

　(7) 前払年金費用 ―百万円

　(8) 退職給付引当金((6)-(7)) △1,094百万円

(注)　株式会社エイトコンサルタント及び日本技術開発株式会社を除く連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。
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３　退職給付費用に関する事項(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

　(1) 勤務費用 305百万円

　(2) 利息費用 75百万円

　(3) 期待運用収益 △34百万円

　(4) 数理計算上の差異の費用処理額 72百万円

　(5) 過去勤務債務の費用処理額 3百万円

　(6) 退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 422百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しております。

　４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　(2) 割引率 株式会社エイトコンサルタント　2.0％
日本技術開発株式会社　1.7％

　(3) 期待運用収益率 株式会社エイトコンサルタント　1.5％
日本技術開発株式会社　1.7％

　(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額法によることとしておりま
す。)

　(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年～12年(各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による
定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から
損益処理しております。)

　

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)
　

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

　　　　(流動資産)

　　未払賞与 41百万円

　　受注損失引当金 24百万円

　　未払事業税 15百万円

　　その他 25百万円

　　小計 107百万円

　　評価性引当額 △92百万円

　　計 15百万円

　　(固定資産) 　

　　繰越欠損金 925百万円

　　退職給付引当金 606百万円

　　減損損失 550百万円

　　投資有価証券評価損 113百万円

　　その他 140百万円

　　繰延税金負債(固定)との相殺 △4百万円

　　小計 2,331百万円

　　評価性引当額 △2,315百万円

　　計 16百万円

　　　繰延税金資産合計 31百万円

　 　

繰延税金負債 　

　(流動負債) 　

　未収事業税 △1百万円

　未収受取配当金 △0百万円

　計 △1百万円

　(固定負債) 　

　その他有価証券評価差額金 △27百万円

　時価評価による簿価修正額 △21百万円

　その他 △30百万円

　繰延税金資産(固定)との相殺 4百万円

　計 △74百万円

　繰延税金負債合計 △76百万円

　　差引：繰延税金負債純額 △45百万円
　 　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

　　　　(流動資産)

　　未払賞与 42百万円

　　受注損失引当金 28百万円

　　未成業務支出金評価減 5百万円

　　その他 12百万円

　　小計 88百万円

　　評価性引当額 △84百万円

　　計 4百万円

　　(固定資産) 　

　　繰越欠損金 1,709百万円

　　減損損失 645百万円

　　退職給付引当金 443百万円

　　その他 174百万円

　　繰延税金負債(固定)との相殺 △0百万円

　　小計 2,972百万円

　　評価性引当額 △2,959百万円

　　計 12百万円

　　　繰延税金資産合計 17百万円

　 　

繰延税金負債 　

　(流動負債) 　

　未収受取配当金 △0百万円

　計 △0百万円

　(固定負債) 　

　時価評価による簿価修正額 △21百万円

　関係会社株式みなし譲渡損失 △6百万円

　その他 △55百万円

　繰延税金資産(固定)との相殺 0百万円

　計 △82百万円

　繰延税金負債合計 △82百万円

　　差引：繰延税金負債純額 △65百万円
　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.4％

　交際費等永久に損金に
算入されない項目

8.8％

　受取配当金の連結消去等に伴う
差異

3.1％

　評価性引当額増減 530.4％

　連結子会社の親会社株式売却損
等の連結消去による影響

△392.4％

　住民税均等割額等 47.8％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

238.1％

　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

　税金等調整前当期純損失を計上しているため、注記を
省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)及び当連結会計年度(自　平成20年

６月１日　至　平成21年５月31日)において、当連結グループは、総合建設コンサルタント事業のみ

行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)及び当連結会計年度(自　平成20年

６月１日　至　平成21年５月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支

店がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

(追加情報)

　当連結会計年度から「関連当事者の開示に関する会計基準」(平成18年10月17日　企業会計基準委員

会　企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(平成18年10月18日　

企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第13号)を適用しております。

これにより、親会社情報が開示対象に追加されています。

　

１　関連当事者との取引

関連当事者との間における重要な取引がないため、記載を省略しております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

株式会社八雲　　金融商品取引所に上場しておりません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

当社は、平成19年６月１日に、株式会社エイトコンサルタントと同社の連結子会社であった日本技術

開発株式会社による株式移転によって両社の完全親会社である共同持株会社として設立されました。

　

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称：株式会社エイトコンサルタント

　　　日本技術開発株式会社

事業の内容：建設コンサルタント業務、調査業務

　

(2) 企業結合の法的形式

会社法第772条に定める株式移転によっております。

　

(3) 結合後企業の名称

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

　

(4) 取引の概要

両社を取り巻く建設関連業界の変化に柔軟に対応し、両社対等の精神の下、両社のブランドを活か

しながら、グループ全体としての総合力を発揮することによって国土や環境の保全及び社会資本整

備に係わるわが国第一級のソリューション・コンサルタント企業集団を目指し、総体としての企業

価値の極大化を実現することを目的としたものであります。

　

(5) 実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準　三　４　共通支配下の取引等の会計処理」に規定する処理方法を適用

しております。

　

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１株当たり純資産額 50,314円27銭１株当たり純資産額 42,495円25銭

１株当たり当期純損失 1,098円68銭１株当たり当期純損失 5,975円56銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

項目
前連結会計年度末
(平成20年５月31日)

当連結会計年度末
(平成21年５月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 13,322 11,263

普通株式に係る純資産額(百万円) 13,250 11,189

純資産の部の合計額と１株当たり純資産額の算
定に用いられた普通株式に係る純資産額との差
額の主な内訳(百万円)

　 　

　少数株主持分 71 74

普通株式の発行済株式数(株) 363,053 363,053

普通株式の自己株式数(株) 99,691 99,730

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

263,362 263,323

　
２　１株当たり当期純損失

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当期純損失(百万円) 289 1,573

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(百万円) 289 1,573

普通株式の期中平均株式数(株) 263,436 263,347
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(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

　　　退職給付制度の改定の件

連結子会社の株式会社エイトコンサルタント及び日本技術開発株式会社はそれぞれ確定給付企業年

金制度及び適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成21年６月１日付で確定給付企業年金制度

及び確定拠出年金制度へ移行いたしました。

　この移行に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適

用し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行い、翌連結会計年度

に特別損失として343百万円を計上する見込みであります。

　また、あわせて退職給付に係る規定の一部見直しを行っており、これにより発生した過去勤務債務534

百万円については、翌連結会計年度より10年間で収益処理を行うこととしております。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 1,000 0.8 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 224 339 1.9 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,775 1,441 1.9
平成22年６月～
平成26年９月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 2,000 2,781 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 333 333 333 333

　

　

　

(2) 【その他】

　当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　
第１四半期

(自　平成20年６月１日

至　平成20年８月31日)

第２四半期
(自　平成20年９月１日

至　平成20年11月30日)

第３四半期
(自　平成20年12月１日

至　平成21年２月28日)

第４四半期
(自　平成21年３月１日

至　平成21年５月31日)

売上高(百万円) 1,608 2,344 1,864 10,552

税金等調整前四半期純利
益又は税金等調整前四半
期純損失(△)(百万円)

△1,209 △750 △746 1,288

四半期純利益又は四半期
純損失(△)(百万円)

△1,237 △781 △798 1,243

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純
損失(△)(円)

△4,698.26 △2,968.40 △3,030.49 4,722.24
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２ 【財務諸表等】
(1) 【財務諸表】
① 【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年５月31日)

当事業年度
(平成21年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 419 343

前払費用 1 2

繰延税金資産 3 1

未収還付法人税等 31 47

その他 1 11

流動資産合計 457 406

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 － 52

減価償却累計額 － △0

工具、器具及び備品（純額） － 51

有形固定資産合計 － 51

無形固定資産

ソフトウエア － 236

ソフトウエア仮勘定 25 －

無形固定資産合計 25 236

投資その他の資産

投資有価証券 － 31

関係会社株式 18,219 17,996

繰延税金資産 0 －

投資その他の資産合計 18,220 18,028

固定資産合計 18,245 18,316

資産合計 18,702 18,723

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 224 339

未払金 30 55

未払費用 6 7

未払法人税等 15 8

未払消費税等 9 －

預り金 1 1

流動負債合計 288 412

固定負債

長期借入金 1,775 1,441

繰延税金負債 － 9

固定負債合計 1,775 1,450

負債合計 2,063 1,863
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年５月31日)

当事業年度
(平成21年５月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金

資本準備金 1,500 1,500

その他資本剰余金 14,719 14,719

資本剰余金合計 16,219 16,219

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 284 502

その他利益剰余金合計 284 502

利益剰余金合計 284 502

自己株式 △1,865 △1,866

株主資本合計 16,638 16,856

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － 3

評価・換算差額等合計 － 3

純資産合計 16,638 16,860

負債純資産合計 18,702 18,723
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② 【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

売上高

経営管理料 ※1
 282

※1
 282

関係会社受取配当金 ※1
 269

※1
 384

売上高合計 551 666

販売費及び一般管理費 ※2
 142

※2
 160

営業利益 409 506

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 － 0

その他 0 2

営業外収益合計 0 4

営業外費用

支払利息 24 36

創立費償却 24 －

その他 0 0

営業外費用合計 49 36

経常利益 361 473

特別損失

経営統合関連費用 46 －

特別損失合計 46 －

税引前当期純利益 314 473

法人税、住民税及び事業税 34 44

法人税等調整額 △4 8

法人税等合計 30 53

当期純利益 284 420
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③ 【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 － 2,000

当期変動額

株式移転による増加 2,000 －

当期変動額合計 2,000 －

当期末残高 2,000 2,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 － 1,500

当期変動額

株式移転による増加 1,500 －

当期変動額合計 1,500 －

当期末残高 1,500 1,500

その他資本剰余金

前期末残高 － 14,719

当期変動額

株式移転による増加 14,654 －

会社分割による増加 65 －

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 14,719 △0

当期末残高 14,719 14,719

資本剰余金合計

前期末残高 － 16,219

当期変動額

株式移転による増加 16,154 －

会社分割による増加 65 －

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 16,219 △0

当期末残高 16,219 16,219

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 － 284

当期変動額

剰余金の配当 － △202

当期純利益 284 420

当期変動額合計 284 218

当期末残高 284 502
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 － 284

当期変動額

剰余金の配当 － △202

当期純利益 284 420

当期変動額合計 284 218

当期末残高 284 502

自己株式

前期末残高 － △1,865

当期変動額

自己株式の取得 △1,865 △0

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △1,865 △0

当期末残高 △1,865 △1,866

株主資本合計

前期末残高 － 16,638

当期変動額

株式移転による増加 18,154 －

会社分割による増加 65 －

剰余金の配当 － △202

当期純利益 284 420

自己株式の取得 △1,865 △0

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 16,638 217

当期末残高 16,638 16,856

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 3

当期変動額合計 － 3

当期末残高 － 3

評価・換算差額等合計

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 3

当期変動額合計 － 3

当期末残高 － 3
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

純資産合計

前期末残高 － 16,638

当期変動額

株式移転による増加 18,154 －

会社分割による増加 65 －

剰余金の配当 － △202

当期純利益 284 420

自己株式の取得 △1,865 △0

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 3

当期変動額合計 16,638 221

当期末残高 16,638 16,860
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法

 
―――

(1) 子会社株式

同左
 

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

決算日の市場価格等にもとづく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

　 　 　

２　固定資産の減価償却の方

法

 

―――

 
(1) 有形固定資産

　　定率法

　なお、耐用年数は次のとおりであ

ります。

工具、器具及び備品　　４年

 
(2) 無形固定資産

　　定額法

　自社利用のソフトウエアについ

ては社内における利用可能期間

(５年)にもとづく定額法によって

おります。

　 　 　

３　繰延資産の処理方法 創立費

　支出時に全額費用処理しております。

―――

　 　 　

４　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

 74/135



【注記事項】

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

※１　売上高のうち関係会社との取引にかかわるものは

次のとおりであります。

関係会社経営管理料 282百万円

関係会社受取配当金 269百万円

 

※１　売上高のうち関係会社との取引にかかわるものは

次のとおりであります。

関係会社経営管理料 282百万円

関係会社受取配当金 384百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 59百万円

給与 27百万円

法定福利費 7百万円

支払手数料 11百万円

支払報酬 7百万円

　　　割合

販売費 ―％

一般管理費 100％

※２　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 57百万円

給与 31百万円

法定福利費 7百万円

支払手数料 12百万円

広告宣伝費 9百万円

支払報酬 15百万円

　　　割合

販売費 ―％

一般管理費 100％

　

　

(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

 

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) ― 93,142 ― 93,142

（注）普通株式の自己株式の増加は、株式移転による増加569株、会社法第156条第１項の規定にもとづく自己株式の

取得による増加92,485株及び単元未満株式の買取による増加88株であります。

　

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

 

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 93,142 48 9 93,181

（注）普通株式の自己株式の増加は単元未満株式の買取による増加であり、普通株式の自己株式の減少は買増請求

に係る売却による減少であります。
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(有価証券関係)

前事業年度末(平成20年５月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度末(平成21年５月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　繰延税金資産の発生の原因別の内訳

繰延税金資産 　

　(流動資産) 　

　未払事業税 3百万円

　計 3百万円

　(固定資産) 　

　一括償却資産 0百万円

　計 0百万円

　　繰延税金資産合計 4百万円
　 　

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内

訳

繰延税金資産 　

　(流動資産) 　

　未払事業税 1百万円

　計 1百万円

　(固定資産) 　

　一括償却資産 0百万円

　繰延税金負債(固定)との相殺 △0百万円

　計 ―百万円

　　繰延税金資産合計 1百万円

　 　

繰延税金負債 　

　(固定負債) 　

　関係会社株式みなし譲渡損失 △6百万円

　その他有価証券評価差額金 △2百万円

　繰延税金資産(固定)との相殺 0百万円

　計 △9百万円

　　繰延税金負債合計 △9百万円

　　差引：繰延税金負債純額 △7百万円
　 　

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

　（調整） 　

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.3％

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△31.6％

　住民税均等割額 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 9.5％
　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

　（調整） 　

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.1％

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△29.8％

　住民税均等割額 0.3％

　その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.3％
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

１．共同持株会社設立の件

当社は、平成19年６月１日に、株式会社エイトコンサルタントと同社の連結子会社であった日本技術

開発株式会社による株式移転によって両社の完全親会社である共同持株会社として設立されました。

　なお、詳細については、「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表」の「注記事項

（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

　

２．吸収分割の件

平成20年１月15日付で完全子会社の株式会社エイトコンサルタントが保有する同社の子会社である

新協技術コンサルタント株式会社(同日付で日本インフラマネジメント株式会社に社名変更、以下、

「日本インフラマネジメント株式会社」という。)の株式を吸収分割により当社に承継いたしました。 
　

(1) 会社分割の目的

当連結グループにおいて掲げている新規事業・重点分野の再編による事業領域の拡大やグループ全

体の組織・人事施策の戦略的実施の一環として、日本インフラマネジメント株式会社を、当社の戦略的

子会社として計測ならびに維持管理・施工監理等の事業を主要事業として事業拡大を図るためであり

ます。また、同社を直接所有することにより、管理機能の充実を図ることを目的としております。
　

(2) 会社分割の方式

株式会社エイトコンサルタントを分割会社とし、当社を承継会社とした会社法第757条に定める吸収

分割
　

(3) 株式の割当

日本インフラマネジメント株式会社は、株式会社エイトコンサルタントの完全子会社であるため、株

式の割当はありません。
　

(4) 当社が承継する権利・義務 

日本インフラマネジメント株式会社の株式　665株 

　帳簿価額　65百万円
　

(5) 日本インフラマネジメント株式会社の概要

① 事業の内容　総合建設コンサルタント事業

② 設立年月日　昭和55年７月１日 

③ 本店所在地　岡山県岡山市 

④ 代表者　　　田村　善宣 

⑤ 資本金      45百万円
　

(6) 実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準　三　４　共通支配下の取引等の会計処理」に規定する処理方法を適用し

ております。

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１株当たり純資産額 61,645円59銭１株当たり純資産額 62,475円51銭

１株当たり当期純利益 932円04銭１株当たり当期純利益 1,557円80銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

項目
前事業年度末

(平成20年５月31日)
当事業年度末

(平成21年５月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 16,638 16,860

普通株式に係る純資産額(百万円) 16,638 16,860

純資産の部の合計額と１株当たり純資産額の算
定に用いられた普通株式に係る純資産額との差
額の主な内訳(百万円)

― ―

普通株式の発行済株式数(株) 363,053 363,053

普通株式の自己株式数(株) 93,142 93,181

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

269,911 269,872

　
２　１株当たり当期純利益

　

項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当期純利益(百万円) 284 420

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 284 420

普通株式の期中平均株式数(株) 305,557 269,896

　

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

　野村ホールディングス㈱ 24,000 17

　㈱建設技術研究所 27,300 14

計 51,300 31

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　工具、器具及び備品 ― 52 ― 52 0 0 51

　建設仮勘定 ― 93 93 ― ― ― ―

有形固定資産計 ― 145 93 52 0 0 51

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア ― 236 ― 236 0 0 236

　ソフトウエア仮勘定 25 185 210 ― ― ― ―

無形固定資産計 25 422 210 236 0 0 236

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　ソフトウエアの当期増加額は、主に基幹システム構築206百万円によるものであります。

　

【引当金明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

　当座預金 0

　普通預金 143

　定期預金 200

　郵便振替口座 0

計 343

合計 343

　

②　関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

(子会社株式) 　

㈱エイトコンサルタント 14,519

日本技術開発㈱ 3,411

日本インフラマネジメント㈱ 65

合計 17,996

　

③　長期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱山陰合同銀行 431

㈱三井住友銀行 325

住友信託銀行㈱ 288

㈱中国銀行 252

㈱みずほ銀行 144

合計 1,441
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(3) 【その他】

平成19年６月１日付の株式移転により当社の完全子会社となった株式会社エイトコンサルタント並び

に日本技術開発株式会社の最近２事業年度の財務諸表は、以下のとおりであります。
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（株式会社エイトコンサルタント）

   財務諸表

① 貸借対照表

　 　
前事業年度

(平成20年５月31日)
当事業年度

(平成21年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 5,876　 　 4,845　

　２　完成業務未収入金 　 　 177　 　 108　

　３　たな卸資産 ※２ 　 ― 　 　 976　

　４　未成業務支出金 　 　 1,472　 　 ― 　

　５　貯蔵品 　 　 7　 　 ― 　

　６　業務前渡金 　 　 46　 　 49　

　７　前払費用 　 　 81　 　 53　

　８　未収消費税等 　 　 ― 　 　 148　

　９　その他 　 　 48　 　 38　

　　　貸倒引当金 　 　 △3　 　 △2　

　　　流動資産合計 　 　 7,70555.2　 6,21852.2

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 2,614　 　 2,752　 　

　　　　減価償却累計額 　 1,538 1,075　 1,595 1,156　

　　(2) 構築物 　 135　 　 139　 　

　　　　減価償却累計額 　 119 16　 121 18　

　　(3) 機械及び装置 　 120　 　 108　 　

　　　　減価償却累計額 　 110 9　 101 7　

　　(4) 車両運搬具 　 0　 　 0　 　

　　　　減価償却累計額 　 0 0　 0 0　

　　(5) 工具器具及び備品 　 980　 　 934　 　

　　　　減価償却累計額 　 853 126　 836 97　

　　(6) 土地 　 　 1,681　 　 1,537　

　　(7) 建設仮勘定 　 　 0　 　 ― 　

　　　有形固定資産合計 　 　 2,90920.8　 2,81823.6

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 特許権 　 　 1　 　 2　

　　(2) ソフトウェア 　 　 80　 　 47　

　　(3) 電話加入権 　 　 10　 　 10　

　　(4) 施設利用権 　 　 1　 　 0　

　　　無形固定資産合計 　 　 93 0.7　 60 0.5

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 1,397　 　 1,079　

　　(2) 関係会社株式 　 　 448　 　 448　

　　(3) 出資金 　 　 15　 　 15　

　　(4) 長期固定化債権 　 　 2　 　 6　

　　(5) 長期前払費用 　 　 13　 　 12　

　　(6) 賃貸用不動産 　 1,567　 　 1,472　 　

　　　　減価償却累計額 　 657 909　 678 794　

　　(7) 保険積立金 　 　 280　 　 280　

　　(8) 差入保証金 　 　 71　 　 76　

　  (9) その他 　 　 114　 　 113　

　 　　 貸倒引当金 　 　 △1　 　 △3　

　　　投資その他の資産合計 　 　 3,25223.3　 2,82423.7

　　　固定資産合計 　 　 6,25644.8　 5,70247.8

　　　資産合計 　 　 13,961100.0　 11,921100.0
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前事業年度
(平成20年５月31日)

当事業年度
(平成21年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　業務未払金 ※１ 　 186　 　 158　

　２　未払金 　 　 57　 　 111　

　３　未払費用 　 　 424　 　 431　

　４　未払法人税等 　 　 21　 　 33　

　５　未払事業所税 　 　 4　 　 10　

　６　未払消費税等 　 　 184　 　 ― 　

　７　繰延税金負債 　 　 1　 　 0　

　８　未成業務受入金 　 　 2,013　 　 1,065　

　９　預り金 　 　 13　 　 10　

　10　前受収益 　 　 6　 　 4　

　11　業務損失引当金 　 　 21　 　 0　

　　　流動負債合計 　 　 2,93421.0　 1,82515.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　繰延税金負債 　 　 51　 　 52　

　２　退職給付引当金 　 　 178　 　 211　

　３　長期未払金　　 　 　 79　 　 79　

　４　預り保証金 　 　 35　 　 28　

　　　固定負債合計 　 　 345 2.5　 372 3.1

　　　負債合計 　 　 3,27923.5　 2,19718.4

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 2,05614.7　 2,05617.3

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 　 1,556　 　 1,556　

　　(2) その他資本剰余金 　 　 75　 　 75　

　　　　資本剰余金合計 　 　 1,63211.7　 1,63213.7

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 　 514　 　 514　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 5,700　 　 5,000　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 738 6,438　 744 5,744　

　　　　利益剰余金合計 　 　 6,95249.8　 6,25952.5

　　　株主資本合計 　 　 10,64176.2　 9,94783.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

　 　 40 0.3　 △224△1.9

　　　評価・換算差額等合計 　 　 40 0.3　 △224△1.9

　　　純資産合計 　 　 10,68276.5　 9,72381.6

　　　負債純資産合計 　 　 13,961100.0　 11,921100.0
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② 損益計算書

　 　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成業務高 　 　 9,391100.0　 8,414100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成業務原価
※１
※２

　 7,11675.8　 6,38775.9

　　　売上総利益 　 　 2,27424.2　 2,02624.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２ 　 　 　 　 　 　

　１　役員報酬 　 73　 　 72　 　

　２　給料手当 　 840　 　 845　 　

　３　賞与 　 110　 　 92　 　

　４　退職給付費用 　 33　 　 43　 　

　５　法定福利費 　 170　 　 173　 　

　６　旅費交通費 　 89　 　 92　 　

　７　賃借料 　 82　 　 83　 　

　８　経営管理料 　 168　 　 166　 　

　９　貸倒引当金繰入額 　 1　 　 0　 　

　10　減価償却費 　 67　 　 55　 　

　11　その他 　 547 2,18623.3 563 2,18826.0

　　　営業利益 　 　 88 0.9　 ― ―

　　　営業損失 　 　 ― ― 　 162 1.9

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 10　 　 11　 　

　２　有価証券利息 　 96　 　 87　 　

　３　受取配当金 ※３ 20　 　 14　 　

　４　不動産賃貸収入 ※３ 81　 　 78　 　

　５　受取保険配当金 　 23　 　 21　 　

　６　その他 　 29 262 2.8 25 238 2.8

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　不動産賃貸費用 　 51　 　 46　 　

　２　投資事業組合出資損失 　 1　 　 7　 　

　３　その他 　 9 62 0.6 8 62 0.7

　　　経常利益 　 　 288 3.1　 14 0.2

Ⅵ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 ※４ ― 　 　 10　 　

　２　事務所移転費用 　 14　 　 ― 　 　

　３　減損損失 ※５ 120　 　 237　 　

　４　投資有価証券売却損 　 ― 　 　 9 　 　

　５　投資有価証券評価損 　 12　 　 5　 　

　６　経営統合関連費用 　 5　 　 14　 　

　７　親会社株式売却損 　 2,994 3,14833.5 ― 277 3.3

　　　税引前当期純損失 　 　 2,85930.4　 263 3.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 36　 　 25　 　

　　　法人税等調整額 　 199 236 2.6 27 52 0.7

　　　当期純損失 　 　 3,09633.0　 315 3.8
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完成業務原価明細書

　 　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費 　 　 　 　 　 　 　

　１　給料手当 　 2,031　 　 1,940　 　

　２　賞与 　 210　 　 165　 　

　３　退職給付費用 　 63　 　 78　 　

　４　その他 　 297 2,60336.6 290 2,47442.1

Ⅱ　外注費 　 　 3,14644.3　 2,31139.3

Ⅲ　経費 　 　 　 　 　 　 　

　１　印刷費 　 73　 　 58　 　

　２　消耗品費 　 141　 　 118　 　

　３　旅費交通費 　 154　 　 147　 　

　４　賃借料 　 77　 　 71　 　

　５　減価償却費 　 145　 　 100　 　

　６　その他 　 764 1,35619.1 600 1,09518.6

　　当期総業務費用 　 　 7,107100.0　 5,880100.0

　　期首未成業務支出金 　 　 1,481　 　 1,472　

合計 　 　 8,588　 　 7,352　

　　期末未成業務支出金 　 　 1,472　 　 965　

　　当期完成業務原価 　 　 7,116　 　 6,387　

　 　 　 　 　 　 　 　

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算による実際原価計算であります。
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③ 株主資本等変動計算書

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年５月31
日残高(百万円)

2,056 1,556 ― 1,556 514 9,400 584

当事業年度中の
変動額

　 　 　 　 　 　 　

　別途積立金の
  取崩

― ― ― ― ― △3,700 3,700

　吸収分割
  による減少

― ― △171 △171 ― ― ―

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △449

　当期純損失 ― ― ― ― ― ― △3,096

　自己株式の
  処分

― ― 246 246 ― ― ―

　株主資本以外
　の項目の
　事業年度中の
　変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

当事業年度中の
変動額合計
(百万円)

― ― 75 75 ― △3,700 153

平成20年５月31
日残高(百万円)

2,056 1,556 75 1,632 514 5,700 738

　

　

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計利益剰余金
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

利益剰余金
合計

平成19年５月31
日残高(百万円)

10,499 △843 13,269 160 13,429

当事業年度中の
変動額

　 　 　 　 　

　別途積立金の
　取崩

― ― ― ― ―

　吸収分割
　による減少

― ― △171 ― △171

　剰余金の配当 △449 ― △449 ― △449

　当期純損失 △3,096 ― △3,096 ― △3,096

　自己株式の
　処分

― 843 1,090 ― 1,090

　株主資本以外
  の項目の
　事業年度中の
  変動額(純額)

― ― ― △119 △119

当事業年度中の
変動額合計
(百万円)

△3,546 843 △2,627 △119 △2,746

平成20年５月31
日残高(百万円)

6,952 ― 10,641 40 10,682
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当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成20年５月31
日残高(百万円)

2,056 1,556 75 1,632 514 5,700 738

当事業年度中の
変動額

　 　 　 　 　 　 　

　別途積立金の
  取崩

― ― ― ― ― △700 700

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △377

　当期純損失 ― ― ― ― ― ― △315

　株主資本以外
　の項目の
　事業年度中の
　変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

当事業年度中の
変動額合計
(百万円)

― ― ― ― ― △700 6

平成21年５月31
日残高(百万円)

2,056 1,556 75 1,632 514 5,000 744

　

　

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計利益剰余金
株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

利益剰余金
合計

平成20年５月31
日残高(百万円)

6,952 10,641 40 10,682

当事業年度中の
変動額

　 　 　 　

　別途積立金の
　取崩

― ― ― ―

　剰余金の配当 △377 △377 ― △377

　当期純損失 △315 △315 ― △315

　株主資本以外
  の項目の
　事業年度中の
  変動額(純額)

― ― △264 △264

当事業年度中の
変動額合計
(百万円)

△693 △693 △264 △958

平成21年５月31
日残高(百万円)

6,259 9,947 △224 9,723
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④ キャッシュ・フロー計算書
　

　 　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　税引前当期純損失 　 △2,859 △263

　２　減価償却費 　 237 178

　３　減損損失 　 120 237

　４　貸倒引当金の増加額 　 1 0

　５　業務損失引当金の増加額(△減少額) 　 21 △20

　６　退職給付引当金の増加額 　 5 32

　７　受取利息及び受取配当金 　 △127 △113

　８　投資有価証券評価損 　 12 5

　９　固定資産除却損 　 4 13

　10　投資事業組合出資損失 　 1 7

　11　親会社株式売却損 　 2,994 ―

　12　売上債権の(△増加額)減少額 　 △78 64

　13　たな卸資産の減少額 　 9 502

　14　未成業務受入金の減少額 　 △69 △948

　15　仕入債務の増加額(△減少額) 　 △52 23

　16　未払消費税等の増加額(△減少額) 　 143 △184

　17　その他 　 △74 △124

　　　　小計 　 290 △588

　18　利息及び配当金の受取額 　 128 115

　19　法人税等の支払額 　 △183 △5

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 235 △478

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　定期預金の預入れによる支出 　 △300 ―

　２　有価証券の償還による収入 　 100 ―

　３　有形固定資産の取得による支出 　 △125 △170

　４　無形固定資産の取得による支出 　 △32 △6

　５　固定資産の売却による収入 　 4 ―

　６　投資有価証券の取得による支出 　 △84 ―

　７　投資有価証券の売却による収入 　 15 0

　８　親会社株式の売却による収入 　 1,851 ―

　９　投資事業組合からの分配による収入 　 21 3

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 1,449 △173

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　配当金の支払額 　 △449 △377

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △449 △377

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 　 1,234 △1,030

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 4,141 5,376

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,376 4,345
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 　 　
　 (2) その他有価証券

　　　時価のあるもの　　　

　　　　決算日の市場価格等にもとづく時

価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　　　なお、投資事業組合出資持分につ

いては、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。

　　　時価のないもの

同左

　 　 　

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 未成業務支出金

　　個別法による原価法

(1) 未成業務支出金

個別法による原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)

　 　 　
　 (2) 貯蔵品

　　最終仕入原価法による原価法

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法(収

益性の低下による簿価切下げの方

法)

 

　 ――――― （会計方針の変更）

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」(平成18年７月５日　

企業会計基準委員会　企業会計基準第

９号)が適用されたことに伴い、未成業

務支出金は個別法による原価法、貯蔵

品は最終仕入原価法による原価法(い

ずれも貸借対照表価額については収益

性の低下による簿価切下げの方法)に

変更しております。

　この変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。

　 　 　

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法

(1) 有形固定資産

同左
 

　 ―――――

 
　（追加情報）

　平成20年度の法人税法の改正にと

もない、機械及び装置について当事

業年度より耐用年数の変更を行って

おります。

　この変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。
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項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 (2) 賃貸用不動産

　　定率法

(2) 賃貸用不動産

同左

　 　ただし、有形固定資産及び賃貸用不動

産について、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除く)は、定

額法を採用しております。

　主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

建物 ８年～50年

賃貸用不動産 ８年～50年

　

同左

 

　 （追加情報）

　平成19年度の法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法にもと

づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

　これによる影響額は軽微であります。

―――――

　 　 　

　 (3) 無形固定資産

　　定額法

(3) 無形固定資産

同左

　 　　なお、償却年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

　ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)にもとづく定額法によって

おります。

　

　 　 　

　 (4) 長期前払費用

　　定額法

　　なお、償却年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

(4) 長期前払費用

同左

　 　 　

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

　 　 　

　 (2) 業務損失引当金

　　受注業務に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末における未成業

務の損失見込額を計上しておりま

す。

(2) 業務損失引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額にもとづき計上

しております。

　なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法によりそれぞれ発

生の翌事業年度から損益処理してお

ります。

　また、過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)による定額

法により費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

　 　 　

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

―――――

　 　 　

６　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

同左

　 　 　

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左

　

会計方針の変更
　

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

――――― （リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計

基準」(平成19年３月30日改正　企業会計基準委員会　企

業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」(平成19年３月30日改正　企業会計基準委員

会　企業会計基準適用指針第16号)を適用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用して

おります。

　この変更に伴う損益に与える影響はありません。
　

次へ
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表示方法の変更

　

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

――――― （貸借対照表）

　従来、「未成業務支出金」及び「貯蔵品」は、それぞれ

区分して表示しておりましたが、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府

令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)が適用となるこ

とに伴い、当事業年度から「たな卸資産」として一括し

て表示することに変更いたしました。

　なお、当事業年度の「たな卸資産」の内訳は、注記事項

(貸借対照表関係)に記載しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成20年５月31日)

当事業年度
(平成21年５月31日)

※１　関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。

業務未払金 20百万円

※１　関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。

業務未払金 25百万円

　 　

　２　　　　　　　　――――― ※２　たな卸資産の内訳

未成業務支出金 965百万円

貯蔵品 11百万円

計 976百万円

　 　

　３　他の会社の金融機関からの借入金に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

Ｅ・Ｊホールディングス㈱ 1,050百万円

　３　他の会社の金融機関からの借入金に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

Ｅ・Ｊホールディングス㈱ 939百万円

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　１　　　　　　　　――――― ※１　たな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 6百万円

　 　

※２　一般管理費及び当期業務費用に含まれる研究開発

費の総額は87百万円であります。

※２　一般管理費及び当期業務費用に含まれる研究開発

費の総額は94百万円であります。

　 　

※３　営業外収益のうち関係会社との取引にかかわる主

なものは次のとおりであります。

受取配当金 11百万円

不動産賃貸収入 30百万円

※３　営業外収益のうち関係会社との取引にかかわる主

なものは次のとおりであります。

受取配当金 7百万円

不動産賃貸収入 22百万円

　 　

　４　　　　　　　　――――― ※４　固定資産除却損の内訳

建物 2百万円

賃貸用不動産 0百万円

撤去費用 7百万円

計 10百万円

　 　

※５　減損損失

　以下の資産グループについて減損損失を計上いたしま

した。

場所 用途 種類

岡山市 賃貸用資産 土地及び建物等

　賃貸用資産は物件単位にグルーピングをしておりま

す。

　上記の資産グループについては、時価の下落が著しい

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失(賃貸用不動産120百万円)として特別損失に

計上しております。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、固定資産税評価額にもとづいて算定しております。

※５　減損損失

　以下の資産グループについて減損損失を計上いたしま

した。

場所 用途 種類

広島市
事業用資産及び賃貸
用資産

土地

　事業用資産は事業所単位に、賃貸用資産は物件単位に

グルーピングをしております。

　上記の資産グループについては、時価の下落が著しい

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失(237百万円)として特別損失に計上しており

ます。その内訳は、土地143百万円、賃貸用不動産94百万

円であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、路線価にもとづいて算定しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

 
　１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 26,996 ― ― 26,996

 
　２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,000 ― 3,000 ―

　(注)　普通株式の自己株式の減少は、株式移転による減少3,000株であります。

 
　３　配当に関する事項
　 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年８月27日
定時株主総会

普通株式 179 7,500平成19年５月31日 平成19年８月28日

平成20年１月11日
取締役会

普通株式 269 10,000平成19年11月30日 平成20年１月31日

合計 ― 449 17,500 ― ―

 
　 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年８月４日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 269 10,000平成20年５月31日平成20年８月５日

 

　

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

 
　１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 26,996 ― ― 26,996

 
　２　配当に関する事項
　 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年８月４日
定時株主総会

普通株式 269 10,000平成20年５月31日 平成20年８月５日

平成21年４月13日
取締役会

普通株式 107 4,000平成21年３月31日 平成21年４月14日

合計 ― 377 14,000 ― ―

 
　 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年８月６日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 269 10,000平成21年５月31日平成21年８月７日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,876百万円

投資その他の資産・その他
(長期性定期預金)

100百万円

計 5,976百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△600百万円

現金及び現金同等物 5,376百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,845百万円

投資その他の資産・その他
(長期性定期預金)

100百万円

計 4,945百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△600百万円

現金及び現金同等物 4,345百万円

　 　

　２　重要な非資金取引の内容

　　(1) 平成19年６月１日付の株式移転により、自己株式

から親会社株式へと振り替えた額が843百万円あ

ります。

　２　　　　　　　　―――――

 

　 　

　　(2) 平成20年１月15日付の吸収分割により、工具器具

及び備品が105百万円、関係会社株式が65百万円

それぞれ減少しております。
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

　 　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
及び備品

3 2 0

合計 3 2 0

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっております。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
及び備品

3 3 ―

合計 3 3 ―

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっております。

　 　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 ―百万円

合計 0百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によっております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　　該当事項はありません。

　 　

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

　 　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度末(平成20年５月31日)

１　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

　 取得原価(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

差額(百万円)

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

　 　 　

　株式 103 240 136

　その他 19 29 9

　小計 123 269 146

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの

　 　 　

　株式 43 29 △13

　その他 1,116 1,052 △64

　小計 1,160 1,082 △78

合計 1,283 1,351 68

(注)  当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損10百万円を計上しております。

当該減損処理は事業年度末に50％以上時価が下落した銘柄についてはすべて実施し、30％以上50％未満下落した

銘柄については、時価の動向、業績推移等により、回復可能性が乏しいと判定した銘柄について実施しておりま

す。

　

３　当事業年度中に売却したその他有価証券

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

15 ― 1

　

４　時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額

　

　
貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 9

　投資事業組合出資持分 35

計 45

(注)  当事業年度において、実質価額が著しく下落したものについて減損処理を行い、投資有価証券評価損1百万円を計

上しております。
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当事業年度末(平成21年５月31日)

１　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

　 取得原価(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

差額(百万円)

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

　 　 　

　株式 101 206 105

　小計 101 206 105

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの

　 　 　

　株式 46 30 △15

　その他 1,127 814 △312

　小計 1,173 845 △328

合計 1,274 1,051 △222

(注)  当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損0百万円を計上しております。

当該減損処理は事業年度末に50％以上時価が下落した銘柄についてはすべて実施し、30％以上50％未満下落した

銘柄については、時価の動向、業績推移等により、回復可能性が乏しいと判定した銘柄について実施しておりま

す。

　

３　当事業年度中に売却したその他有価証券

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

0 ― 9

　

４　時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額

　
　

　
貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 3

　投資事業組合出資持分 24

計 28

(注)  当事業年度において、実質価額が著しく下落したものについて減損処理を行い、投資有価証券評価損5百万円を計

上しております。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

当社は、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

当社は、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付企業年金法(平成13年法律第50号)にもとづく確定給付企業年金制度を設けております。

この他、全国測量業厚生年金基金(総合設立型)に加入しておりますが、自社の拠出に対する年金資産の額

が合理的に計算できないため、退職給付債務の計算には含めておりません。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は、次のとおりでありま

す。

全国測量業厚生年金基金

① 制度全体の積立状況に関する事項(平成19年３月31日)

　年金資産の額 178,048百万円

　年金財政計算上の給付債務の額 159,793百万円

　差引額 18,255百万円

② 制度全体に占める当社の給与総額割合

　　(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　 1.9％

③ 補足説明

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高10,939百万円及び別途積立金

29,194百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当

社は、当事業年度の財務諸表上、掛金129百万円を費用処理しております。

　なお、上記②の割合は、当社の実際の負担割合とは一致しておりません。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成20年５月31日)

　(1) 退職給付債務 △1,892百万円

　(2) 年金資産 1,753百万円

　(3) 未積立退職給付債務((1)+(2)) △139百万円

　(4) 未認識数理計算上の差異 △69百万円

　(5) 未認識過去勤務債務 30百万円

　(6) 連結貸借対照表計上額純額((3)+(4)+(5)) △178百万円

　(7) 前払年金費用 ―百万円

　(8) 退職給付引当金((6)-(7)) △178百万円
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３　退職給付費用に関する事項(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　(1) 勤務費用 114百万円

　(2) 利息費用 36百万円

　(3) 期待運用収益 △29百万円

　(4) 数理計算上の差異の費用処理額 △25百万円

　(5) 過去勤務債務の費用処理額 3百万円

　(6) 退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 99百万円

　４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　(2) 割引率 2.0％

　(3) 期待運用収益率 1.5％

　(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額法によることとしておりま
す。)

　(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年(各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ
りそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理してお
ります。)

　

（追加情報）

当事業年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正(その２)」(平成19年５月15日　企業会計基準

委員会　企業会計基準第14号)を適用しております。

　

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付企業年金法(平成13年法律第50号)にもとづく確定給付企業年金制度を設けております。

この他、全国測量業厚生年金基金(総合設立型)に加入しておりますが、自社の拠出に対する年金資産の額

が合理的に計算できないため、退職給付債務の計算には含めておりません。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は、次のとおりでありま

す。

全国測量業厚生年金基金

① 制度全体の積立状況に関する事項(平成20年３月31日)

　年金資産の額 155,926百万円

　年金財政計算上の給付債務の額 169,304百万円

　差引額 △13,378百万円

② 制度全体に占める当社の給与総額割合

　　(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　 2.0％
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③ 補足説明

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高10,279百万円であります。本制度

における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当社は、当事業年度の財務諸表上、

掛金110百万円を費用処理しております。

　なお、上記②の割合は、当社の実際の負担割合とは一致しておりません。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成21年５月31日)

　(1) 退職給付債務 △1,957百万円

　(2) 年金資産 1,371百万円

　(3) 未積立退職給付債務((1)+(2)) △585百万円

　(4) 未認識数理計算上の差異 347百万円

　(5) 未認識過去勤務債務 26百万円

　(6) 連結貸借対照表計上額純額((3)+(4)+(5)) △211百万円

　(7) 前払年金費用 ―百万円

　(8) 退職給付引当金((6)-(7)) △211百万円

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

　(1) 勤務費用 111百万円

　(2) 利息費用 37百万円

　(3) 期待運用収益 △26百万円

　(4) 数理計算上の差異の費用処理額 △1百万円

　(5) 過去勤務債務の費用処理額 3百万円

　(6) 退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 124百万円

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　(2) 割引率 2.0％

　(3) 期待運用収益率 1.5％

　(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額法によることとしておりま
す。)

　(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年(各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ
りそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理してお
ります。)

　

　

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)
　

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　(流動資産) 　

　業務損失引当金 8百万円

　未成業務支出金評価減 6百万円

　未払事業税 4百万円

　その他 2百万円

　小計 21百万円

　評価性引当額 △21百万円

　計 ―百万円

　(固定資産) 　

　繰越欠損金 657百万円

　減損損失 413百万円

　退職給付引当金 72百万円

　その他 113百万円

　小計 1,255百万円

　評価性引当額 △1,255百万円

　計 ―百万円

　　繰延税金資産合計 ―百万円

　 　

繰延税金負債 　

　(流動負債) 　

　未収事業税 △1百万円

　その他 △0百万円

　計 △1百万円

　(固定負債) 　

　その他有価証券評価差額金 △27百万円

　その他 △23百万円

　計 △51百万円

　　繰延税金負債合計 △52百万円

　　差引：繰延税金負債の純額 △52百万円

　 　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　(流動資産) 　

　未成業務支出金評価減 2百万円

　未払事業税 1百万円

　未払事業所税 1百万円

　その他 1百万円

　小計 6百万円

　評価性引当額 △6百万円

　計 ―百万円

　(固定資産) 　

　繰越欠損金 694百万円

　減損損失 509百万円

　退職給付引当金 85百万円

　役員退職慰労金(長期未払金) 32百万円

　その他 81百万円

　小計 1,402百万円

　評価性引当額 △1,402百万円

　計 ―百万円

　　繰延税金資産合計 ―百万円

　 　

繰延税金負債 　

　(流動負債) 　

　未収受取配当金 △0百万円

　計 △0百万円

　(固定負債) 　

　有価証券利息 △52百万円

　計 △52百万円

　　繰延税金負債合計 △52百万円

　　差引：繰延税金負債の純額 △52百万円

　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

　　税引前当期純損失を計上しているため、注記を省略し

ております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
同左
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(持分法損益等)

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

損益等からみて重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

損益等からみて重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

　

(関連当事者情報)

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の被所有
割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
Ｅ・Ｊホール

ディングス㈱

岡山県

岡山市
2,000持株会社 100.0５名

当社の経

営指導

銀行借入に対す

る保証

(保証額)

1,050
― ―

(注) １　銀行借入に対する保証については、保証料の受取及び担保受領は行っておりません。

２　取引金額には消費税等は含まれておりません。

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

(追加情報)

　当事業年度から「関連当事者の開示に関する会計基準」(平成18年10月17日　企業会計基準委員会　企

業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(平成18年10月18日　企業

会計基準委員会　企業会計基準適用指針第13号)を適用しております。

　これにより、親会社情報が開示対象に追加されています。

　

　１　関連当事者との取引

　　　親会社及び法人主要株主等

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の被所有
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
Ｅ・Ｊホール

ディングス㈱

岡山市

北区
2,000持株会社 100.0

当社の経営指導

役員の兼任　５名

銀行借入に対す

る保証

(保証額)

939
― ―

(注) １　銀行借入に対する保証については、保証料の受取及び担保受領は行っておりません。

２　取引金額には消費税等は含まれておりません。

　

　２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　(1) 親会社情報

① 株式会社八雲　　金融商品取引所に上場しておりません。

② Ｅ・Ｊホールディングス株式会社　　東京証券取引所に上場しております。

　

　　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　　　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

１　共同持株会社設立の件

当社は、平成19年６月１日に、子会社であった日本技術開発株式会社と株式移転により完全親会社で

ある共同持株会社「Ｅ・Ｊホールディングス株式会社」を設立いたしました。

　

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称：日本技術開発株式会社

事業の内容：建設コンサルタント業務、調査業務

　

(2) 企業結合の法的形式

会社法第772条に定める株式移転によっております。

　

(3) 結合後企業の名称

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

　

(4) 取引の概要

当社を取り巻く建設関連業界の変化に柔軟に対応し、両社対等の精神の下、両社のブランドを活か

しながら、グループ全体としての総合力を発揮することによって国土や環境の保全及び社会資本整

備に係わるわが国第一級のソリューション・コンサルタント企業集団を目指し、総体としての企業

価値の極大化を実現することを目的としたものであります。

このような目的の下、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社はグループ全体の最適を図るための企画、

運営、管理等を行い、傘下各会社の権限と責任を明確にした上で、業務執行を管理・統括し、グループ

全体の経営を統括します。

　

(5) 実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準　三　４　共通支配下の取引等の会計処理」に規定する処理方法を適用

しております。
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２　吸収分割の件

平成20年１月15日付で、当社における計測事業を、吸収分割により当社の子会社であった新協技術コ

ンサルタント株式会社(同日付で日本インフラマネジメント株式会社に社名変更。以下、「日本インフ

ラマネジメント株式会社」という。)に承継するとともに、当社が保有する日本インフラマネジメント

株式会社の株式を、吸収分割により当社の親会社であるＥ・Ｊホールディングス株式会社に承継いた

しました。 

　

(1) 会社分割の目的

当社の持株会社であるＥ・Ｊホールディングス株式会社ならびにその傘下企業で構成されるＥ・Ｊ

グループにおいて掲げている、新規事業・重点分野の再編による事業領域の拡大やグループ全体の組

織・人事施策の戦略的実施の一環として、日本インフラマネジメント株式会社を、Ｅ・Ｊホールディン

グス株式会社の戦略的子会社として計測ならびに維持管理・施工監理等の事業を主要事業として事業

拡大を図るためであります。また、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社が日本インフラマネジメント株式

会社を直接所有することにより、管理機能の充実を図ることを目的としております。

　

(2) 会社分割の方式

当社を分割会社とし、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社ならびに日本インフラマネジメント株式会

社を承継会社とした会社法第757条に定める吸収分割

　

(3) 承継会社が承継する権利・義務

　①Ｅ・Ｊホールディングス株式会社が承継する権利・義務

日本インフラマネジメント株式会社の株式　665株 

　帳簿価額　65百万円

　②日本インフラマネジメント株式会社が承継する権利・義務

水中計測に関するＡＤＰ計測器、自動車ナンバー読取機器、高機能斜面防災計測機器ならびに上記

各機器に付属する備品等

　帳簿価額　105百万円

　

(4) 実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準　三　４　共通支配下の取引等の会計処理」に規定する処理方法を適用し

ております。

　

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１株当たり純資産額 395,703円98銭１株当たり純資産額 360,199円67銭

１株当たり当期純損失 114,697円90銭１株当たり当期純損失 11,699円01銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　　　１　１株当たり純資産額

　
前事業年度末

(平成20年５月31日)
当事業年度末

(平成21年５月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 10,682 9,723

普通株式に係る純資産額(百万円) 10,682 9,723

純資産の部の合計額と１株当たり純資産額の
算定に用いられた普通株式に係る純資産額と
の差額の主な内訳(百万円)

― ―

普通株式の発行済株式数(株) 26,996 26,996

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(株)

26,996 26,996

　　　２　１株当たり当期純損失

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当期純損失(百万円) 3,096 315

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(百万円) 3,096 315

普通株式の期中平均株式数(株) 26,996 26,996
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(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

１　会社分割(吸収分割)及び商号変更の件

平成21年６月１日付で、日本技術開発株式会社の建設コンサルタント事業を吸収分割により当社に

承継するとともに、同日付で当社は「株式会社エイト日本技術開発」、日本技術開発株式会社は「株式

会社ＥＪビジネス・パートナーズ」に商号変更しました。

　

(1) 会社分割の目的

当社と日本技術開発株式会社の建設コンサルタント事業の統合は、連結グループの中核をなす両社

がもつ優秀な人材及び高度な技術力の融合を図り、今後のさらなるシナジーとスケールメリットを発

現させることにより、公共事業の縮減、競争環境の激化等による厳しい事業環境に対し、一層の経営の

効率化と事業基盤強化を図り、建設コンサルタント事業会社としてトップポジションを目指すことを

目的に行うものであります。
　

(2) 会社分割の方式

日本技術開発株式会社を分割会社とし、当社を承継会社とした、会社法第757条に定める吸収分割
　

(3) 株式の割当

連結グループ内の組織再編であるため、株式の割当はありません。
　

(4) 会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準　三　４　共通支配下の取引等の会計処理」に規定する処理方法を適用し

ております。

　

　

２　退職給付制度の改定の件

当社は確定給付企業年金制度を採用しておりましたが、平成21年６月１日付で確定給付企業年金制

度及び確定拠出年金制度へ移行いたしました。

　この移行に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適

用し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行い、翌事業年度に特

別損失として343百万円を計上する見込みであります。

　また、あわせて退職給付に係る規定の一部見直しを行っており、これにより発生した過去勤務債務534

百万円については、翌期より10年間で収益処理を行うこととしております。
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⑤ 附属明細表

(有価証券明細表)

株式

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

　ショーボンドホールディングス㈱ 67,700 120

　㈱大和証券グループ本社 70,000 41

　㈱トマト銀行 100,000 22

　㈱中国銀行 12,000 15

　㈱三井住友フィナンシャルグループ 3,100 11

　㈱山陰合同銀行 10,000 7

　㈱カワニシホールディングス 7,200 5

　住友信託銀行㈱ 10,000 4

　あいおい損害保険㈱ 10,000 4

　エヌ・ティ・ティ都市開発㈱ 30 2

　その他４銘柄 550 3

計 290,580 241

　

その他

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

　（証券投資信託受益証券） 　 　

　大和証券投資信託委託㈱
　ダイワ・グローバル債券ファンド(毎月分配型)

1,000,000,000 773

　（投資事業組合出資） 　 　

　大和ＳＭＢＣキャピタル㈱
　投資事業組合　ＮＩＦニューテクノロジー
　ファンド2000／２号

2 24

　（不動産投資信託証券） 　 　

　ユナイテッド・アーバン投資法人
　投資証券

54 22

　フロンティア不動産投資法人
　投資証券

36 18

計 1,000,000,092 838
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(有形固定資産等明細表)

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 2,614 146 9 2,752 1,595 63 1,156

　構築物 135 4 ― 139 121 2 18

　機械及び装置 120 ― 11 108 101 2 7

　車両運搬具 0 ― ― 0 0 0 0

　工具器具及び備品 980 22 68 934 836 48 97

　土地 1,681 ―
143
(143)

1,537 ― ― 1,537

　建設仮勘定 0 178 178 ― ― ― ―

有形固定資産計 5,532 352
411
(143)

5,473 2,655 116 2,818

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　特許権 3 1 ― 4 2 0 2

　ソフトウェア 360 3 148 216 169 37 47

　電話加入権 10 ― ― 10 ― ― 10

　施設利用権 2 ― ― 2 2 0 0

無形固定資産計 377 5 148 234 173 38 60

投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　長期前払費用 23 5 10 18 6 2 12

　賃貸用不動産 1,567 ―
94
(94)

1,472 678 21 794

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　建物の当期増加の主なものは、関西支社ビル増築145百万円であります。

２　ソフトウェアの当期減少は、償却済みのソフトウェアであります。

３　当期減少額の(内書)は、減損損失の計上額であります。

　

(社債明細表)

該当事項はありません。

　

(借入金等明細表)

該当事項はありません。

　

(引当金明細表)

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 5 5 ― 5 5

業務損失引当金 21 0 21 ― 0

(注) 　貸倒引当金の当期減少額(その他)は、洗替によるものであります。
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（日本技術開発株式会社）

資本金が５億円未満となったため、当事業年度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで)の財務

諸表については記載しておりません。

　

   財務諸表

① 貸借対照表

　 　
前事業年度

(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　

　１. 現金及び預金 　 　 1,923　

　２. 受取手形 ※３ 　 1　

　３. 完成業務未収入金 　 　 832　

　４. 親会社株式 　 　 108　

　５. 未成業務支出金 　 　 470　

　６. 前払費用 　 　 44　

　７. その他 　 　 19　

　    貸倒引当金 　 　 △1　

　　流動資産合計 　 　 3,39957.4

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　

　１. 有形固定資産 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 741　 　

　　　　減価償却累計額 　 448 292　

　　(2) 構築物 　 26　 　

　　　　減価償却累計額 　 23 2　

　　(3) 工具器具及び備品 　 188　 　

　　　　減価償却累計額 　 174 14　

　　(4) 土地 　 　 949　

　　　有形固定資産合計 　 　 1,25921.3

　２. 無形固定資産 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 　 18　

　　(2) その他 　 　 10　

　　　無形固定資産合計 　 　 29 0.5

　３. 投資その他の資産 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 341　

　　(2) 出資金 　 　 418　

　　(3) 関係会社出資金 　 　 19　

　　(4) 従業員長期貸付金 　 　 1　

　　(5) 固定化債権 ※１ 　 12　

　　(6) 長期性預金 　 　 100　

　　(7) 差入保証金 　 　 343　

　  (8) その他 　 　 25　

　  　　貸倒引当金 　 　 △29　

　　　投資その他の資産合計 　 　 1,23220.8

　　固定資産合計 　 　 2,52042.6

　　資産合計 　 　 5,919100.0
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前事業年度
(平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　

　１. 業務未払金 　 　 317　

　２. 未払金 　 　 147　

　３. 未払費用 　 　 123　

　４. 未払法人税等 　 　 47　

　５. 未払消費税等 　 　 177　

　６. 未成業務受入金 　 　 330　

　７. 預り金 　 　 21　

　８. 業務損失引当金 　 　 39　

　９. その他 　 　 9　

　　流動負債合計 　 　 1,21520.5

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　

　１. 退職給付引当金 　 　 1,239　

　２. その他 　 　 32　

　　固定負債合計 　 　 1,27121.5

　　負債合計 　 　 2,48642.0

　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　

　１. 資本金 　 　 1,55426.3

　２. 資本剰余金 　 　 　 　

　　  その他資本剰余金 　 2,098　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 2,09835.4

　３. 利益剰余金 　 　 　 　

　　  その他利益剰余金 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 400　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 △582　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 △182△3.1

　　株主資本合計 　 　 3,46958.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　

　１. その他有価証券評価
　　　差額金

　 　 △36 △0.6

　　評価・換算差額等合計 　 　 △36 △0.6

　　純資産合計 　 　 3,43258.0

　　負債純資産合計 　 　 5,919100.0
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② 損益計算書

　 　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　

　　　完成業務収入 　 　 8,344100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　

　　　完成業務原価 　 　 6,29075.4

　　　売上総利益 　 　 2,05324.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１、

※２
　 1,87822.5

　　　営業利益 　 　 174 2.1

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　

　１. 受取利息 　 2　 　

　２. 受取配当金 　 5　 　

　３. 受取家賃 　 6　 　

　４. 匿名組合投資利益 　 28　 　

　５. 投資事業組合投資利益 　 9 　 　

　６. 雑収入 　 6 59 0.7

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　

　１. 支払利息 　 10　 　

　２. 社債利息 　 0　 　

　３. 為替差損 　 2 　 　

　４. 支払保証料 　 3 　 　

　５. コミットメントフィー 　 1 　 　

　６. 雑支出 　 0 18 0.2

　　　経常利益 　 　 215 2.6

Ⅵ　特別損失 　 　 　 　

　１. 固定資産除却損 ※３ 6 　 　

　２. 親会社株式評価損 　 129　 　

　３. 投資有価証券評価損 　 113　 　

　４. 事務所移転費用 　 41 291 3.5

　　　税引前当期純損失（△） 　 　 △75 △0.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 30　 　

　　　法人税等調整額 　 184 215 2.6

　　　当期純損失（△） 　 　 △291△3.5

　 　 　 　 　

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

112/135



完成業務原価明細表

　 　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費 　 　 2,46739.0

Ⅱ　外注費 　 　 2,62641.6

Ⅲ　経費 ※１ 　 　 　

　１. 旅費交通費 　 404　 　

　２. 地代家賃 　 328　 　

　３. 減価償却費 　 13　 　

　４. その他 　 481 1,22719.4

　　　当期総業務費用 　 　 6,322100.0

　　　期首未成業務支出金 　 　 438　

　　　　合計 　 　 6,761　

　　　期末未成業務支出金 　 　 470　

　　　当期完成業務原価 　 　 6,290　

　 　 　 　 　

(注)　原価計算の方法は個別原価計算によっております。

※１　経費の「その他」には、業務損失引当金繰入額を39百万円含めて表示しております。
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③ 株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成19年５月31日

残高（百万円）
1,5541,980 2 1,982 120 400 △411 108 △122 3,523

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　準備金の取崩 　 △1,9801,980 ― △120　 120 ― 　 ―

　当期純損失 　 　 　 　 　 　 △291 △291　 △291

　自己株式の処分 　 　 115 115　 　 　 　 122 237

　株主資本以外の項

　目の事業年度中の

　変動額（純額）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合

計（百万円）
― △1,9802,095 115 △120 ― △170 △291 122 △53

平成20年５月31日

残高（百万円）
1,554 ― 2,0982,098 ― 400 △582 △182 ― 3,469

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

平成19年５月31日

残高（百万円）
△29 △29 3,493

事業年度中の変動額 　 　 　

　準備金の取崩 　 　 ―

　当期純損失 　 　 △291

　自己株式の処分 　 　 237

　株主資本以外の項

　目の事業年度中の

　変動額（純額）

△7 △7 △7

事業年度中の変動額

合計（百万円）
△7 △7 △61

平成20年５月31日

残高（百万円）
△36 △36 3,432
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④ キャッシュ・フロー計算書

　 　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　　　税引前当期純損失 　 △75

　　　減価償却費 　 35

　　　親会社株式評価損 　 129

　　　投資有価証券評価損 　 113

　　　退職給付引当金の増加額 　 18

　　　貸倒引当金の増加額 　 2

　　　業務損失引当金の増加額 　 0

　　　受取利息及び受取配当金 　 △8

　　　支払利息 　 10

　　　売上債権の増加額 　 △172

　　　たな卸資産の増加額 　 △32

　　　仕入債務の減少額 　 △166

　　　未払消費税等の増加額 　 24

　　　未成業務受入金の減少額 　 △227

　　　その他 　 △91

　　　　小計 　 △439

　　　利息及び配当金の受取額 　 8

　　　利息の支払額 　 △10

　　　法人税等の支払額 　 △30

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △471

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　　　有形固定資産の取得による支出 　 △12

　　　無形固定資産の取得による支出 　 △2

　　　長期差入保証金の返還による収入 　 89

　　　長期差入保証金の支払による支出 　 △20

　　　出資金の分配による収入 　 36

　　　その他 　 △8

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 81

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　　　短期借入による収入 　 2,100

　　　短期借入金の返済による支出 　 △2,100

　　　社債の償還による支出 　 △25

　　　配当金の支払額 　 △0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △25

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 　 △415

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 2,339

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,923
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し売却原価は移動平均法によ

り算定)

　 　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　　なお、投資事業有限責任組合及びこ

れに類する組合への出資（金融商品

取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組

合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。

　 　

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成業務支出金

　個別法による原価法

　 　

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法によっております。

　 　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

　 （追加情報）

　当事業年度から平成19年３月31日以

前に取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年か

ら、残存簿価を５年間で均等償却する

方法に変更しております。

　これにより営業利益、経常利益がそれ

ぞれ2百万円減少し、税引前当期純損失

が2百万円増加しております。

　 　

　 無形固定資産

　定額法によっております。

　 　ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。
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項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

４．引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　 　

　 業務損失引当金

　受注業務に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末における未成業務

の損失発生見込額を計上しておりま

す。

　 　

　 退職給付引当金

　退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。なお、数理計

算上の差異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（12年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしてお

ります。

　 　

５．完成業務収入の計上基準

 

　原則として業務完成基準を採用して

おりますが、工期が１年を超える業務

については、業務進行基準を採用して

おります。なお、業務進行基準によった

完成業務収入は749百万円であり、完成

業務原価は657百万円であります。

　 　

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　 　

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

　 　

８．その他の財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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表示方法の変更

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

（損益計算書関係）

１．為替差損は、前期において営業外費用の雑支出に含

めて表示しておりましたが、営業外費用の総額の10／

100を超えたため当期より区分掲記することにいたし

ました。 

　なお、前期の雑支出に含まれている為替差損は0百万

円であります。

２．支払保証料は、前期において営業外費用の雑支出に

含めて表示しておりましたが、営業外費用の総額の

10／100を超えたため当期より区分掲記することにい

たしました。 

　なお、前期の雑支出に含まれている支払保証料は3百

万円であります。

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

１．営業活動によるキャッシュ・フローの未払消費税

等の増加額は、前期において営業活動によるキャッ

シュ・フローのその他に含めて表示しておりました

が、重要性が増したため、当期より区分掲記すること

にいたしました。 

　なお、前期の営業活動によるキャッシュ・フローの

その他に含まれている未払消費税等の増加額は、22百

万円であります。

２．投資活動によるキャッシュ・フローの長期差入保

証金の支払による支出は、前期において投資活動によ

るキャッシュ・フローのその他に含めて表示してお

りましたが、重要性が増したため、当期より区分掲記

することにいたしました。 

　なお、前期の投資活動によるキャッシュ・フローの

その他に含まれている長期差入保証金の支払による

支出は、△1百万円であります。

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

118/135



注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成20年５月31日)

※１．回収遅延のおそれのある債権であります。

　

　２．偶発債務

次の関係会社について、金融機関からの借入に対

して債務保証を行っております。

保証先 金額(百万円) 内容

Ｅ・Ｊホールディングス㈱ 200 借入債務

　

※３．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しており、当事業年度末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。

　　受取手形　　1百万円

　

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

※１．販売費及び一般管理費

　　販売費に属する費用のおおよその割合は54％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

46％であります。

主要な費目および金額は次のとおりであります。

役員報酬 126百万円

給与手当 657　

法定福利費 91　

従業員賞与 70　

退職給付費用 68　

旅費交通費 119　

地代家賃 139　

経営管理料 114　

減価償却費 21　

貸倒引当金繰入額 2　

　

※２．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究
開発費

29百万円

　

※３．固定資産除却損の内訳

建物 4百万円

工具器具及び備品 1百万円

計 6百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 37,237,200 ― ― 37,237,200

合計 37,237,200 ― ― 37,237,200

自己株式 　 　 　 　

　普通株式（注１） 2,619,914 ― 2,619,914 ―

合計 2,619,914 ― 2,619,914 ―

（注１）普通株式の自己株式の当期減少株式数2,619,914株は、平成19年６月１日にＥ・Ｊホールディングス㈱に株式

移転したものであります。

　

２．配当に関する事項

（１）配当金の支払額

　　　該当事項はありません。

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の
総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年８月５日
定時株主総会

普通株式 223その他資本剰余金 6 平成20年５月31日 平成20年８月５日

　

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目との関係

現金及び預金勘定 1,923百万円

現金及び現金同等物 1,923百万円

　

　２．重要な非資金取引の内容

平成19年６月１日付の株式移転により、自己株式

から親会社株式へと振り替えた額が122百万円あ

ります。
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(リース取引関係)

項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

　

１．リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
及び備品

109 54 54

ソフト
ウェア

96 82 13

合計 205 136 68

　

２．未経過リース料期末残高

相当額

 

１年内 23百万円

１年超 39百万円

　合計 62百万円

　

３．支払リース料、リース資

産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払

利息相当額

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 32百万円

支払利息相当額 1百万円

　

４．減価償却費相当額の算定

方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

 

５．利息相当額の算定方法

 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

 

（減損損失について）

 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。
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(有価証券関係)

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類

前事業年度（平成20年５月31日）

取得原価
（百万円）

貸借対照表
計上額
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えるも
の

(1)株式 59 68 8

(2)債券 　 　 　

　① 国債・地方債等 ― ― ―

　② 社債 ― ― ―

　③ その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 59 68 8

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えない
もの

(1)株式 208 163 △45

(2)債券 　 　 　

　① 国債・地方債等 ― ― ―

　② 社債 ― ― ―

　③ その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 208 163 △45

合計 268 231 △36

（注）　113百万円の減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたって、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。

２．事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　該当事項はありません。

　

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 前事業年度（平成20年５月31日）

　 貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券 　

　優先株式 100

　投資事業組合出資 10
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(デリバティブ取引関係)
　

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　
　

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、適格退職年金制度を設けております。

　厚生年金基金制度については、建設コンサルタンツ厚生年金基金（総合設立型）に加入しておりま

す。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであ

ります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

　年金資産の額 153,011百万円

　年金財政計算上の給付債務の額 169,255百万円

　差引額 △16,244百万円

(2) 制度全体に占める当社の給与総額割合（平成19年３月31日現在）

　　　1.6％

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高34,985百万円及び剰余金

19,578百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は20年元利均等償却であり、当

社は、前事業年度の財務諸表上、掛金147百万円を費用処理しています。

　なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

（追加情報）

前事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正(その２)」（企業会計基準第14号　

平成19年５月15日）を適用しています。

　

２．退職給付債務に関する事項

　
前事業年度

（平成20年５月31日）

(1) 退職給付債務（百万円） 2,192

(2) 年金資産（百万円） △485

(3) 未積立退職給付債務（百万円） (1)＋(2) 1,707

(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） △467

(5) 退職給付引当金（百万円） (3)＋(4) 1,239
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３．退職給付費用に関する事項

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

(1) 勤務費用（百万円） 124

(2) 利息費用（百万円） 45

(3) 期待運用収益（減算）（百万円） △28

(4) 数理計算上の差異処理額（百万円） 58

(5) 退職給付費用（百万円） 200

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前事業年度

（平成20年５月31日）

(1) 割引率（％） 1.70

(2) 期待運用収益率（％） 4.76

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年） 12
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(税効果会計関係)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（繰延税金資産） 　 　

　貸倒引当金 11百万円

　退職給付引当金 504　

　未払賞与 39　

　繰越欠損金 234　

　投資有価証券評価損 81　

　減損損失 129　

　業務損失引当金 16　

　その他 37　

　　繰延税金資産小計 1,054　

　評価性引当額 △1,054　

　　繰延税金資産合計 ―百万円

　　繰延税金資産の純額 ―百万円

　 　 　

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

　　税引前当期純損失のため記しておりません。

 
　　

　

(持分法損益等)

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　損益等からみて重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　　共同持株会社設立の件

当社は、平成19年６月１日に、親会社であった株式会社エイトコンサルタントと株式移転により完全

親会社となる共同持株会社「Ｅ・Ｊホールディングス株式会社」を設立いたしました。

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称：株式会社エイトコンサルタント

事業の内容：建設コンサルタント業務、調査業務

(2) 企業結合の法的形式

会社法第772条に定める株式移転によっております。

(3) 結合後企業の名称

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

(4) 取引の概要

当社を取り巻く建設関連業界の変化に柔軟に対応し、両社対等の精神の下、両社のブランドを活か

しながら、グループ全体としての総合力を発揮することによって国土や環境の保全及び社会資本整

備に係わるわが国第一級のソリューション・コンサルタント企業集団を目指し、総体としての企業

価値の極大化を実現することを目的としたものであります。

このような目的の下、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社はグループ全体の最適を図るための企画、

運営、管理等を行い、傘下各会社の権限と責任を明確にした上で、業務執行を管理・統括し、グループ

全体の経営を統括します。

(5) 実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準　三　４　共通支配下の取引等の会計処理」に規定する処理方法を適用

しております。

　

　

(関連当事者との取引)

前事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権
等の
被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目

期末
残高
(百万
円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
Ｅ・Ｊホー
ルディング
ス㈱

岡山県
岡山市

2,000
グループ全体
を管理・統括
する持株会社

100％
役員の
兼任
２名

当社の
経営指
導

債務
保証

200― ―

（注） １．銀行借入に対する保証については、保証料の受取及び担保受領は行っておりません。

　２．取引金額には消費税等は含まれておりません。
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(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１株当たり純資産額 92円19銭

１株当たり当期純損失（△） △7円82銭

　 なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当期純損失（△）（百万円） △291

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―

普通株式に係る当期純損失（△）
（百万円）

△291

期中平均株式数（株） 37,237,200

　

(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

厚生年金基金脱退ならびに加入の件

　当社は、平成20年７月24日開催の取締役会において、

当社が加入している「建設コンサルタンツ厚生年金

基金（総合設立型）」を平成20年10月１日に脱退し、

「全国測量業厚生年金基金（総合設立型）」に同日

付で加入することを決議いたしました。

　これは、平成21年６月１日（予定）を期日として、当

社の親会社Ｅ・Ｊホールディングス株式会社の子会

社である株式会社エイトコンサルタントと建設コン

サルタント事業を統合する予定であり、統合後の会社

において異なる厚生年金基金に加入できないことか

ら、その統一を図るためであります。

　なお、上記脱退は平成20年９月11日開催予定の建設

コンサルタンツ厚生年金基金理事会及び代議員会で

の承認を条件としており、承認された場合、同基金に

対して脱退特別掛金として約290百万円の支払いが発

生するものと予想しております。

　

前へ
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日
11月30日
５月31日

１単元の株式数 10株

単元未満株式の買取り　(注)２ 　

　　取扱場所
（特別口座）
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故
その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。
　http://www.ej-hds.co.jp

株主に対する特典 特になし

 (注)１　当社の株主は、定款の定めにより、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しており

ません。

　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

  (2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

  (3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

  (4) 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

２　単元未満株式の買取りの取り扱いは、原則として証券会社等の口座管理機関を経由して行うこととなっており

ますが、特別口座に記録されている株式については、特別口座の口座管理機関が直接取り扱います。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書
及びその添付書類
　

事業年度
(第１期)

自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日

　 平成20年８月29日
中国財務局長に提出。

(2)四半期報告書
及び確認書

(第２期第１四半期)自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日
　

　 平成20年10月15日
中国財務局長に提出。

　 　 (第２期第２四半期)自　平成20年９月１日
至　平成20年11月30日
　

　 平成21年１月14日
中国財務局長に提出。

　 　 (第２期第３四半期)自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日
　

　 平成21年４月14日
中国財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年８月28日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　乾　　　　　一　　良　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　竹　　川　　都　　之　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　川　　瀬　　洋　　人　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているＥ・Ｊホールディングス株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社の連結子会社である日本技術開発株式会社は、平成20年７月24日開催

の取締役会において、同社が加入している「建設コンサルタンツ厚生年金基金(総合設立型)」を平成20年10

月１日に脱退し、「全国測量業厚生年金基金(総合設立型)」に同日付で加入することを決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年８月26日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　乾　　　　　一　　良　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　竹　　川　　都　　之　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　青　　木　　靖　　英　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているＥ・Ｊホールディングス株式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報 

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月１日付で、退職金制度の改定を行っている。 

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

132/135



＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、Ｅ・Ｊホールディ

ングス株式会社の平成21年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制

を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場か

ら内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽

の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社が平成21年５月31日現在の財務報告に係る内部統制は有

効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　

追記情報 

　内部統制報告書の付記事項に記載されているとおり、重要な事業拠点である株式会社エイトコンサルタント

は、平成21年６月１日を期日として、重要な事業拠点である日本技術開発株式会社の建設コンサルタント事業

を吸収分割により継承し、新たに株式会社エイト日本技術開発として発足し、この経営統合を契機に、新たに

基幹システムを導入している。 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年８月28日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　乾　　　　　一　　良　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　竹　　川　　都　　之　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　川　　瀬　　洋　　人　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているＥ・Ｊホールディングス株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第１期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社の平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年８月26日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　乾　　　　　一　　良　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　竹　　川　　都　　之　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員

　公認会計士　　青　　木　　靖　　英　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているＥ・Ｊホールディングス株式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの第２期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社の平成21年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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